
第２編 橋梁等に対する水災害に関連する影響の評価 

 

はじめに 

これまで，「東日本大震災による橋梁等の被害分析小委員会（委員長；幸左賢二）」や「橋梁の対津波

設計に関する研究小委員会（委員長；伊津野和行）」では，津波によって橋梁等の構造物に生じる作用力

やその影響を，対津波設計の構築を目標として，実験や数値解析に基づく推定や設計の方法論について議

論を行ってきた． 

本 WG では，昨今の気象擾乱に伴う水災害の状況を鑑み，津波の他，洪水や台風や高潮に随伴する水

災害に着目して，これらが発生した際に随伴して生じる現象が，橋梁等の構造物に与える影響に加え，漂

流物の衝突現象にも目を向けて研究活動を実施した． 

本章は，その研究活動の結果を報告書として取りまとめたものであり，以下の通り構成した． 

 

1.津波波力に関する既往研究 

1.1 津波波力の評価式（佐々木委員） 

1.2 津波波力を算出するための数値解析等（鴫原） 

2.津波等の水災害に随伴する事象 

2.1 津波による漂流物（庄司委員） 

2.2 越流による盛土流出（中村委員） 

2.3 高潮による漂流物（佐々木委員，具志委員） 

3.鋼桁橋の横荷重に対する抵抗メカニズムに関する一考察（野阪委員） 

 

なお，WG2の参加委員を表-1に示す． 

 

 

委員名 所属 

具志和也 大日本コンサルタント株式会社 

〇佐々木達生 大日本コンサルタント株式会社 

鴫原良典 防衛大学校 

庄司学 筑波大学 

田中聖三 広島大学 

中村友昭 名古屋大学 

野阪克義 立命館大学 

米山望 京都大学 

〇；WG主査 

 

（佐々木達生） 

 

表-1 WG2参加委員 
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1.津波波力に関する既往研究 

 

ここでは参考文献 1.1.1)，1.1.2)を中心に，現状の橋梁の対津波設計法のうち桁の事例について概要を示

す．ここに示す津波評価式による簡易照査手法は，標準的な橋梁断面を対象とした1次スクリーニング用

との位置付けである．重要な構造物や並列橋等の場合，また，津波対策構造を検討する場合等においては，

津波数値解析等を用いて詳細な照査手法を2次スクリーニングと位置付けて検討を行うことが望ましいも

のの，一方で，詳細な照査手法を行う際に用いる津波数値解析は，取扱が難しい場合が多く実務的では無

いという現状の課題も挙げられる． 

このことを踏まえ，本章では比較的取扱が容易であり，さらには地域によっては防災計画の一環とし

て実施されている 2 次元の非線形長波理論に基づく数値解析結果を用いた津波作用力の与え方を 1.1 節に

示す．次いで，1.2節では2次スクリーニングと位置付ける数値解析等について示す． 

なお，本章に示す簡易照査手法は東北地方太平洋沖地震で観測された津波の特性を分析して得られた知

見に基づいて構築されたものであり，例えば東南海・南海地震等，他の地域における地震の発生機構に基

づく津波までもが考慮されたものではなく，どの地域の橋梁にも本節に示す評価式や照査例をそのまま適

用することが出来るという位置付けではないことを付言する． 

 

1.1 津波波力の評価式 

 

(1) 橋梁の津波作用力の評価式の適用 

津波作用力の算定方法は，防波堤の耐津波設計ガイドライン 1.1.3)に示される津波波力算定手順を参考に

橋梁用に再構築した図-1.1.1.1に示す手順で対象橋梁に作用させる波力を選定する． 

 

1) 津波シミュレーションを実施し，橋梁位置の水位，流速などの津波特性値を得る． 

2) 対象橋梁の上部構造に津波の水位が到達するか否かを判定する． 

3) 上部構造に水位が到達する場合は上部構造と橋脚，橋台の検討を行い，上部構造に水位が到達しな

い場合は，橋脚や橋台に水位が到達する場合に橋脚と橋台のみ検討する． 

4) 津波の作用状態として段波の発生の有無を評価する． 

5) 段波が発生しない場合は，上部構造，並びに橋脚や橋台に持続波力が作用するとして検討する． 

6) 段波が発生する場合は，段波の切り立つ波面が上部構造に作用するか否かを水頭差で判定する． 

7) 上部構造に段波が作用する場合は，上部構造，並びに橋脚や橋台に段波波力が作用するとして検討

する． 

8) 上部構造に段波が作用しない場合は，上部構造は持続波力が作用するとして検討し，橋脚や橋台は

段波波力が作用する場合と持続波力が作用する場合を検討する． 
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1) 算定手順の適用範囲 

図-1.1.1.1 に示す算定手順は，我が国で一般的に用いられている I 形，または T 形断面の標準的な桁形

状の橋梁に，東日本大震災で観測された規模の津波が作用することを想定している． 

従って，例えば東南海・南海地震等，他の地域における地震の発生機構に基づく津波までもが考慮さ

れたものではないことに留意されたい． 

なお，ここで述べる津波シミュレーションとは，非線形長波理論に基づいた2次元平面解析のことをい

う． 

 

2) 段波の発生の有無の評価 

段波の発生の有無の評価は，図-1.1.1.2 に示すように，①海底勾配が 1/100 以下，かつ②橋梁の前面(津

波の進行方向に対して海側)に防波堤等の津波防護施設がない場合に段波が発生すると考える．一方，橋

梁が海岸線付近から離れて内陸部に位置する場合では段波が発生しても，当該地点では砕波状態となるこ

とから，段波条件を考える必要はない． 

 

  

津波シミュレーションの実施

YES

NO
上部構造，橋脚，橋台に持続波力

が作用するとして検討

NO

上部構造と橋脚，橋台の検討

橋脚や橋台のみ検討 検討無し

対象橋梁の上部構造に

水位が到達
YES

橋脚や橋台に水位が到達

YES

NO

段波の発生

上部構造に段波が作用

YES

上部構造は持続波力が作用するとして検討，

橋脚，橋台は段波波力が作用する場合と，持

続波力が作用する場合を検討

NO

上部構造，橋脚，橋台に段波波力

が作用するとして検討

図-1.1.1.1 橋梁に作用する津波作用力の算定手順 
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3) 段波波力と持続波力 

参考文献 1.1.4)によれば，津波が構造物に作用する際に発生する圧力は，動波圧である段波波圧と持続波

圧である重複波圧，または遡上波圧に分類される．図-1.1.1.3 に示すように段波波圧の最大は衝撃段波波

圧であり，極めて大きな値となる．ここでは津波が衝突した際に発生する衝撃的な波力が発生する区間を

段波波力，以降の流れの作用で発生する波力を持続波力と定義する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1.1.4 に，東日本大震災による津波で確認される，津波の水面形と段波波力，持続波力の関係を模

式図で示した． 

津波は一般的に長波で説明されることが多く，ここでは津波の水位が上昇を開始してから水位のピー

クを迎え，初期潮位まで水位が減少するまでを1つの長波と考える． 

このとき，遡上を開始した津波の先端部は，海岸線で防潮堤が無い場合は水面勾配が切り立ち，段波

状の水面形を成す．この津波の先端に発生する段波が橋梁に作用する場合に段波波力が発生すると評価で

きる．この時の先端の段波の前後の水頭差を段波高さηHと定義する． 

続いて，津波の先端が通過した後は，津波全体が非常に周期の長い長波であるが故，局所的な位置

（例えば橋梁位置等）に着目した水位の変動は，東日本大震災の例を取れば2[m/min]程度の非常に緩やか

な速度で上昇するが，この緩やかに上昇する水面に擾乱が生じることも確認される 1.1.5)．この水面形に現

防潮堤等の防護施設が無い場合

海岸線

最大浸水高

水深

海底勾配が1/100以下の場合

津波襲来時の天文潮位(初期潮位)

図-1.1.1.2 段波が発生する条件 

動波圧(段波波圧)

持続波圧(重複波圧，遡上波圧)

時間

圧力

衝撃段波波圧
最大持続波圧

図-1.1.1.3 段波波圧と持続波圧 
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れる擾乱は局所的な地形な影響と考えられ，津波全体の周期に比して非常に高周波数成分であるが，この

水面形の擾乱と表現するとともに擾乱高さを η’H と定義する． 

これらの段波高さ ηH と擾乱高さ η’H は東日本大震災による津波の模様を撮影した多数の画像を分析し

た結果，最大でもそれぞれ5[m]，3[m]である 1.1.5), 1.1.6)．一方で段波高さ ηHと擾乱高さ η’H は，前述の非線

形長波理論に基づく2次元平面解析では再現が困難であることから，本節に示す簡易照査における段波高

さ ηHと擾乱高さ η’H はそれぞれの最大値5[m]，3[m]で評価することとした． 

図-1.1.1.1 に示した上部構造に段波が作用するか否かは，初期潮位から段波高さ ηH=5[m]とした場合に，

上部構造に到達するか否かを判定すれば良い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえて，橋梁に津波が作用する際に橋梁に発生する津波作用力の評価方法の概念図を図-

1.1.1.5 に示す．同図には，主に上部構造を対象として段波波力として検討する場合と持続波力として検

討する場合のそれぞれの概念図を示している． 

段波波力として検討する場合は，津波の先端部に生じる波面勾配が切り立った波が作用することを想

定しており，実現象としては河川橋では段波や砕波，陸上橋にあってはサージフロントが作用する状態で

ある．ここでは初期潮位より5[m]の段波高さを想定する． 

一方，持続波力として検討する場合は除々に上昇する非常に緩やかな波面が作用する状態であるが，橋梁

の場合，高周波数成分である擾乱の影響が極めて支配的であると考えられることから，擾乱を含めて作用

力を評価することとした．ここで，擾乱高さは3[m]を想定する． 

なお，持続波力は押し波時と引き波時の両方に発生すると考えられるが，ここでは押し波時を想定して

いる．引き波時の流速が非常に速く，押し波時よりも影響が大きいと判断出来る場合は，別途検討するの

が良い． 

 

  

図-1.1.1.4 東日本大震災による津波で確認される津波の水面形状と波力の関係 

▽ 津波襲来時の天文潮位（初期潮位）

最大津波高さ
(最大浸水高)

amax

水位

水平距離

段波波力 持続波力

[a]

[b]

津波の移動方向

非線形長波理論に基づいた2次元津波シミュレーションによる水位波形

東日本大震災で発生した津波の画像から確認される水面形

[b][a]
除々に上昇する水面に現れる擾乱(高周波数成分)津波の先端に発生する段波

▽ 初期潮位

ƒÅ'H

ƒÅ'H ：擾乱高さƒÅH ：段波高さ

ƒÅH
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4) 入射津波高さと水深の比 

参考文献 1.1.3)では波状段波の作用力を考慮する条件は以下のように説明される． 

 

「波状段波波力を考慮する条件は，おおむね入射津波高さが水深の 30％以上（シミュレーション等によ

る津波高さが水深の60％以上）で，かつ海底勾配が1/100以下程度の遠浅である場合と考えている．」 

 

ここで入射津波高さはシミュレーション等で得られる最大浸水高と考える．また，津波高さが水深の

60%以上は砕波の発生条件であり，海岸線付近ではいずれも砕波となる，段波の発生条件としては海底勾

配が1/100以下となる． 

 

5) 橋梁の前面(津波の進行方向に対して海側)に津波防護施設がある場合 

東日本大震災において津波の襲来状況を撮影した多数の画像を分析した結果，海岸線に防潮堤を有す

る陸上部の津波の波形状は，防潮堤を越流して遡上を開始するため，その多くが越流波となることが明ら

かになっている． 

このため，対象とする橋梁の前面側(津波の進行方向に対して海側)に防潮堤などの津波の防護施設がな

い場合に段波が作用する可能性があると考えられる． 

 

(2) 上部構造に生じる段波波力の評価式 

上部構造に作用する段波波力は下記の算出式より算出する． 

 

1) 水平作用力の算出式 

段波波力の水平作用力は，式(1.1.1.1)で算出する． 

   x xwF F  (1.1.1.1) 

Z/ηH   0.5の場合 

   3.10 / 0.42xw H hF g Z A  (1.1.1.2) 
 

Z/ηH < 0.5の場合 

   1.90xw H hF g A  (1.1.1.3) 

  

▽ 初期潮位

Fxw

Fzw

Fx f

Fzf

Fx w

Fz w

Fx

Fz

Fx=Fx w

Fz=Fzw

Fz

Fx

Fz

Fx ＝ Fxf ＋ Fxw

Fzf

Fzw

＋

＝

段波波力による津波作用力

持続波力による津波作用力
津波の移動方向

図-1.1.1.5 津波作用力の評価方法の概念図 
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ここに， 

Fx：水平作用力[N]，Fxw：波による水平作用力[N]，ρ：海水の密度（=1,030[kg/m3]），g：重力加速度

（=9.81[m/sec2]），ηH：段波高さ，Z：初期水位から桁中心までの距離[m]，Ah：有効鉛直投影面積[m2]， 

 

2) 鉛直作用力の算出式 

段波波力の鉛直作用力は，式(1.1.1.4)で算出する． 

   x xwF F  (1.1.1.4) 

   0.53 / 2.18zw H vF g z A  (1.1.1.5) 

ここに， 

Fz：鉛直作用力[N]，Fzw：波による鉛直作用力[N]，ρ：海水の密度（=1,030[kg/m3]），g：重力加速度

（=9.81[m/sec2]），ηH：段波高さ，z：初期水位から桁下までの距離[m]，Av：有効水平投影面積[m2] 

 

3) 上部構造に作用する段波波力の評価式の解説 

各機関で実施された孤立波や砕波段波の実験結果 1.1.7)～1.1.13)のまとめを示す．図-1.1.1.6 は水平作用力を

示し，桁中心位置が 0.5 aH より小さい場合は一定の波圧分布となり，0.5 aH より大きい場合は線形的に波

圧がゼロに近づく．また，図-1.1.1.7 は鉛直作用力を示し，桁中心位置が波高を頂点に向かって線形的に

ゼロに近づく波圧分布となる．この実験結果を包括する近似線を求めると，水平作用力と鉛直作用力は，

それぞれ図中に示す式となる． 

なお，孤立波の波高として aH と表記しているが，段波波力の評価式は津波先端に生じる段波波力を対

象としていることから，段波の水頭差としてaHを ηHと読み替えている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2

桁
中

心
位

置
Z

/ 波
高

a H

無次元化水平波圧 Fx/Ah/ρgaH

庄司ら 中尾ら 荒木ら 林ら

有川ら 中村ら CaseA CaseB

CaseC CaseD

0.50

Z/aH≧0.5
Fx=ρg(3.10aH-Z/0.42)Ah

Z/aH＜0.5
Fx=1.90ρgaHAh

図-1.1.1.6 段波波力によって上部構造に発生する水平作用力 
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(3) 上部構造に生じる持続波力の評価式 

上部構造に作用する持続波力は下記の算出式より算出する． 

 

1) 水平作用力の算出式 

持続波力の水平作用力は，式(1.1.1.7)に示す流れによる作用力と式(1.1.1.8)に示す擾乱による作用力の和

で表される式(1.1.1.6)で算出する． 

   x xf xwF F F  (1.1.1.6) 

   21

2xf d hF C v A  (1.1.1.7) 

   'xw H hF g A  (1.1.1.8) 

   
2.1 0.1 / 1 / 8

8 /1.3
d

B D B D
C

B D
 (1.1.1.9) 

ここに， 

Fx：水平作用力[N]，Fxf：流れによる水平作用力[N]，Fxw：擾乱による水平作用力[N]，ρ：海水の密度

（=1,030[kg/m3]），g：重力加速度（=9.81[m/sec2]），Cd：式(2.3.4)で求める抗力係数，B：橋の総幅[m]，

D：橋の総高[m]，v：シミュレーションで得た桁位置における桁が無い場合の最大水平方向流速

[m/sec]，α：擾乱高さに乗じる係数，η’H：擾乱高さ[m]，Ah：有効鉛直投影面積[m2]， 

 

2) 鉛直作用力の算出式 

持続波力の鉛直作用力は，式(1.1.1.11)に示す流れによる作用力（浮力）と式(1.1.1.12)に示す擾乱による

作用力の和で表される式(1.1.1.10)で算出する． 

 

0
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1

1.2

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7

桁
下

高
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/ 波
高

a H

無次元化鉛直波圧 Fz/Av/ρgaH

中尾ら 中村ら 有川ら 林ら

荒木ら 庄司ら CaseA CaseB

CaseC CaseD

0.50

Fz=ρg(0.53aH-z/2.18)Av

図-1.1.1.7 段波波力によって上部構造に発生する鉛直作用力 
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   z zf zwF F F  (1.1.1.10) 

   zfF gV  (1.1.1.11) 

   'zw H vF g A  (1.1.1.12) 

ここに， 

Fz：鉛直作用力[N]，Fzf：流れによる鉛直作用力[N]，Fzw：擾乱による鉛直作用力[N]，ρ：海水の密度

（=1,030[kg/m3]），g：重力加速度（=9.81[m/sec2]），V：上部構造の体積[m3]，β：擾乱高さに乗じる係

数，η’H：擾乱高さ[m]，Av：有効水平投影面積[m2] 

 

3) 上部構造に作用する持続波力の評価式の解説 

持続波力による作用力は，水平方向，鉛直方向ともに流れによる作用力と擾乱による作用力の和とし

て評価することとした． 

これは，長波の緩やかな波面が橋梁に作用する場合，局所的にみれば持続波力は準定常的な流れにあ

る橋梁に作用する流体力と考えれば，持続波力は流速の関数で表すことができる．この津波の流速は津波

シミュレーションから得た流速 v であるとして，擾乱の影響は水面に現れる高周波数成分であり，現象と

しては水面形の不陸となるから，擾乱高さに応じた流速の増加 v’があると考えられる． 

さらには，準定常的な流れの上に擾乱が乗ることによる流速の非線形緩衝項を v’’とすれば，擾乱を有

する津波の波面が橋梁に作用する際の流速Vは式(1.1.1.13)で表される． 

   ' ''V v v v  (1.1.1.13) 

ここで，非線形緩衝項 v’’は微小と考えて無視すれば，式(1.1.1.14)で表される． 

   'V v v  (1.1.1.14) 

次に力を考えれば，持続波力は式(1.1.1.15)のように表される． 

   
221 1

'
2 2d dC V A C v v A  

2 21 1 1
2 ' '

2 2 2d d dC v A C vv A C v A  (1.1.1.15) 

 

 

すなわち，例えば水平作用力の式(1.1.1.6)は，式(1.1.1.15)における[1]を津波シミュレーションで得た流

速を用いて式(1.1.1.7)で評価し 1.1.14)，式(1.1.1.15)における[2]は津波シミュレーションで得られないことか

ら，東日本大震災による津波の画像分析から得た知見を用いて擾乱高さの関数とした水圧の式(1.1.1.8)で

評価するという意味であり，この考え方は鉛直作用力の式(1.1.1.10)も同様である． 

ここで，式(1.1.1.7)中の抗力係数 Cdは，道路橋示方書 1.1.15)に示される抗力係数を用いる．また，鉛直作

用力は定常流状態であれば 2.0[m/min]程度の水位上昇の効果を考えても浮力以上の上揚力が発生しないこ

とが水理実験から明らかにされている．従って，式(1.1.1.11)で求められる浮力相当を考慮する．なお，こ

こでいう流れとは，津波シミュレーション等で得られる津波が遡上する際に生じる津波の成分をいう． 

擾乱による作用力は，作用状態として，上部構造が徐々に上昇する波面に浸かり始めた状態であるこ

とから，水平方向は式(1.1.1.2)をZ=0として，また鉛直方向は式(1.1.1.5)をz=0として用いた．この際，η’H

には擾乱の作用であることを表す係数を，水平方向と鉛直方向でそれぞれ α，β として乗ずることとした．

これらの係数は，上部構造が水面付近であるとして，前述に示したようにα=1.9，β=0.53とする． 

 

[1] [2] 
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1.2 津波波力を算出するための数値解析等 

1.2.1 3次元数値モデルにおける津波波力・波圧の再現精度に関する検討 

構造物に作用する津波荷重（波圧・波力）を適切に評価することは，想定津波浸水域内の橋梁構造物

等を設計する上でも重要である．現状の津波荷重の評価としては，浸水深等の水理量から経験式を適用し

て算出する方法が提案 1.2.1)されているものの，得られるのは最大値のみであり，その推定精度も過大評価

になることが多い．一方で，近年急速に普及しつつある3次元数値モデルを利用することで津波荷重を直

接的に求める研究も実施されている． 

ここでは，構造物に作用する津波波力と波圧について，3 次元数値モデルの再現精度を水理模型実験と

比較することで検討した事例 1.2.2) , 1.2.3)を紹介する． 

 

(1) 内部空間を有する構造物に作用する津波荷重の再現 

防衛大学校に設置されている全長 17m，幅 0.4m，高さ 0.3m の開水路型を使用して，津波段波を構造物

に作用させる水理模型実験を行った．実験水槽は図-1 に示すように貯水部，水路部，陸上部に分かれて

いる．貯水部は電動式ゲート（仕切板）を挟んで前後の水深を設定した後，仕切板の急開により津波を生

成させることで貯水部から水路部に入り，陸上部へと遡上する．貯水部と水路部は 3/5 の急斜面で接続し

ており，水路部はドライベッド（h1=30cm）と没水状態（h1=33cm）の 2 種類の状況下に設定した．水路

部から陸上部へは1/10の緩斜面がある．構造物模型は，模型前面が陸上部の水平面始端から60cmの位置

に設置した．造波水槽内の流況を把握するために設置した容量式波高計，超音波式波高計，およびプロペ

ラ式流速計の位置を図-1.2.1に記入した．時系列データのサンプリング周波数は100Hzとした． 

対象構造物として，正方形平面の RC 造 3 階建てオフィスビルを想定した．構造物模型は縮尺 1/80 と

し，四隅に柱を配し中央部にコアを設けた．構造物前面部の開口率は37%である．使用した構造物模型の

1 階部の平面と立面および写真を図-1.2.2 に示す．模型は 3D プリンター（プラスチック製）により製作

した．構造物模型に取り付けた圧力計の位置を図-1.2.3に示す．外壁前面・側面・背面，コア部の9箇所

設置し，データのサンプリング周波数は 1kHz とした．波力の計測では，構造物上部のペントハウスの位

置に3分力計（ロードセル）を固定し，津波の進行方向の水平波力 と上向きの鉛直力 の変化を追跡した．

データのサンプリング周波数は 1kHz としたが，15Hz 以上のノイズをローパスフィルターにより除去し

た． 

 3 次元数値モデルによる水理実験の再現計算には商用ソフトウェアである FLOW-3D1.2.4)を用いた．解析

手法は，Navier-Stokes方程式と連続式を支配方程式とする有限差分法であり，水面形状はVOF法 1.2.5)，地

形部分は FAVOR 法を採用している．乱流モデルとして LES を使用した．境界条件はフリースリップ条

件としており，建物模型後方に流出条件を設定した．また，構造物模型の底面を密着させる方法と，模型

底面と水底の隙間を1メッシュ分（3mm）浮かせる方法の2通りで計算を行った．模型底面を密着させる

と浮力を評価できなくなるためである．計算領域は図-1.2.4に示すとおりである．水槽の貯水部から建物

模型後方までの範囲を設定した．計算格子は可変メッシュとし，メッシュブロック 1 では水平 20~30mm，

鉛直 6mm，メッシュブロック 2 では水平・鉛直ともに 3.5~5mm とした．仕切板については実験時の開門

速度を測定した上で，開門過程に時間を要する移動物体としてモデル化した．  

計算結果として，図-1.2.5は波圧の時間変化の実験値との比較であり，構造物模型の1階と2階の腰壁

①②と1階と2階コア⑥⑦の前面で出力している．構造物模型の各部位における波圧の時間変化について

は，ピーク値には差があるものの時間変化は十分再現されていることから，3 次元数値計算を利用するこ

とにより構造物内外の任意位置における波圧は再現可能であることが確認できた． 
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構造物前面に最大波圧が発生する時間帯（ゲートを開けてから 3.0 秒後）における構造物内外の 1 階と

2 階の圧力計取り付け高さにおける波圧の平面分布と構造物内外における流速ベクトルを図-1.2.6 に示す．

1 階と 2 階の波圧の大きさを比べると，1 階の腰壁とコアの方が大きく，円弧状の分布になっている．ま

た，流れはコアの存在により方向を変えて側面の方向に向きを変えている．さらに同図には，波圧の立面

分布と流速ベクトルを示した．高さ方向には概ね静水圧的な分布となっているが，特に1階部分の外壁と

コアに作用する圧力が大きい．また，1 階は長時間完全没水となっている一方で，2 階は短時間完全没水，

3階は部分没水状態となった． 

数値計算で得られた圧力分布を積分することで，構造物模型の水平波力と鉛直力の時間変化を求めた．

実験結果との比較を図-1.2.7に示す．水平波力の計算値は実験値とほぼ一致している．また，模型を浮か

せた場合でも水平波力に大きな差は見られない．一方で鉛直力については，模型底面を水槽底面からわず

かに浮かせること（図中の’cal(separated)’）により浮力の影響を評価できているが，実験結果とはまだ

2~5N 程度の差が生じている．これは，実験において模型底面と水槽底面との完全密着が不可能なことや，

底面の間隔を1メッシュ分で設定したことによる精度などが問題として考えられる． 

 

(2) 津波波圧の再現精度に関する検討 

数値計算における津波波圧の再現精度をより詳細に検討するため，構造物前面に作用する波圧を計測

する実験を行った．前項の実験で使用した開水路を用いて，一辺15 cmの内部空間のない立方体模型に対

し模型中心位置の鉛直方向に圧力計を 6 点設置した（図-1.2.8）．計測時間はゲート開放時から 20 秒間，

サンプリング周波数を1kHzとして15回分のデータを取得した．構造物模型を除いた状態での通過波水深

も計測しており，それによると，本実験で発生し得る最大のケースでは構造物位置での陸上浸水深が約

4.8 m，フルード数が約 1.8（実スケール換算）に相当する．数値計算には（1）と同様，商用ソフトウェ

アである FLOW-3D を用いた．計算領域や計算格子の設定，境界条件についても（1）と同様である．津

波の通過波水位，浸水深，流速の計算値を実験値と比較した結果，時空間変化を精度良く再現できている

ことを確認したため，以下では津波波圧の再現性について議論する． 

図-1.2.9は実験1 試行分の波圧と波力の時系列である．津波波圧は，先端部が衝突することで生じる段

波波圧とその後模型前面による反射波と後続波が重なることで生じる重複波圧（持続波圧）に分類される．

特に後者において最大波力を示すことが知られており，図-1.2.9から本実験は上記の特徴を良く表してい

る．次に計算による時系列を図-1.2.10 に示す．ここで波力は実験よりも過小評価に見えるが，別途ロー

ドセルで計測した波力の時系列と一致することを確認している（図-1.2.9の波力は，圧力を幅方向一様と

仮定して積分しているため，波力を過大評価していると考えられる）．実験と計算，両者の波圧を比較す

ると，計算値は実験値の時間変化を良好に再現しているが，模型下部（P01）の段波波圧の大きさに差が

みられる． 

実験と計算による津波波圧の差を詳細に調べるため，2～3 s を段波波圧，3～4 s を重複波圧の発生時間

帯と定義し，前者は各点の波圧の最大値を，後者は波力が最大を示す時刻の波圧を通過波の最大水深

dmax で無次元化し，作用高さに対してプロットした（図-1.2.11）．図-1.2.11(a)において，実験の段波波

圧は模型下部でばらつきが大きくなり，その中で計算は実験の平均よりも大きく下回っている．一方，重

複波圧（図-1.2.11(b)）は全体的にばらつきが小さく，計算は模型上部で過小評価になるものの実験の平

均値から逸脱していない． 

以上の結果から，本実験の範囲内においては3次元数値モデルによる波圧評価は概ね精度良く可能であ

るが，特に構造物下部位置での段波波圧が過小評価になる可能性が示された．より一般的な知見を得るた
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め，今後は他の実験ケースや空間・時間解像度による違い，他の数値モデルを使用した場合の違いなどに

ついて，今後も幅広くデータを収集しかつ詳細な分析が必要である． 
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図-1.2.1 実験水槽の概要と計測器の設置位置 

 

 

図-1.2.2 構造物模型の図面と写真．単位はmm 
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図-1.2.3 圧力計の設置位置 

 

 

図-1.2.4 数値計算における領域設定条件 

 

 

図-1.2.5 波圧の実験値と計算値の比較（h0=50cm，h1=30cmの場合） 
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図-1.2.6 数値計算における圧力と流速ベクトルの空間分布（上段左：1 階平面，上段右：2 階平面， 

下：立面）．図中の矢印は流速ベクトルの大きさ，濃淡およびカラーバーは圧力（Pa）を示している． 

 

 

図-1.2.7 水平波力（上）と鉛直波力（下）の実験値と計算値の比較（h0=50cm，h1=30cmの場合） 
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図-8 構造物模型前面部の圧力計の設置位置 

 

 
図-9 波圧と波力の時系列（実験値，7回目）．波力は波圧（幅方向に一様に作用すると仮定）の面積分で算出 

 

 
図-10 波圧と波力の時系列（計算値） 
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     （a）最大段波波圧の場合              （b）最大重複波圧の場合 

図-11 無次元波圧と作用高さの関係．白抜き丸：全 15 回分の実験値，黒丸：実験値の平均，三角：計算値，

点線：水深係数3のライン 1) 
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2．津波等の水災害に随伴する事象 

 

1. 津波による漂流物 

1.1 はじめに 

本節では，断面のサイズと長さが異なる6種類の直方体角柱で津波漂流物を模擬し，水理実験に基づき，

橋桁に作用する津波漂流物の動態を明らかにする．具体的には，津波漂流物が橋桁の桁下空間や橋面上

に漂流あるいは滞留する現象の実験的な再現を試みる．漂流物の通過率及び漂流物の閉塞率に関する6つ

のパラメータを定義して，それらと津波流速，橋桁の前面波高  及び背面波高  との関係を明らかにす

る．また，既往の研究において示されているダムの崩壊流れの理論氾濫流速  と実験値との比較を行な

い，実験データに対する理論的な考察を行なう． 

 

1.2 実験方法 

実験水路を図-2.1.1 に示す．橋桁は，その中心線がゲートから流下方向 2500mm の位置となるよう

に，橋台の上にそのまま設置した． 

漂流物の通過及び閉塞状況を観測するために，橋桁重心の真上と真下にビデオカメラ（上：CANON

製 DM-XV1，下：NIKON 製 COOLPIX AW100）を設置した．後述する Stoker のモデル 2.1.1)を踏まえ，

橋桁への津波漂流物の作用を理論的に検証するため，ビデオカメラを橋桁重心の真上と漂流物群の配

置位置からの側面に設置した（上：CANON製DM-XV1，側面：NIKON製COOLPIX AW100）．その上

で，ゲート開放から40秒間のビデオデータの撮影を行った． 

計測した物理量は津波流速，橋桁前面及び背面の波高である．津波流速に関しては，図-2.1.1 の①

の位置に電磁流速計（KENEK 製，VM-201HT），波高に関しては②および③の位置に容量式波高計

（KENEK 製，CH-601）をそれぞれ設置した．容量式波高計は橋桁模型の前面端部及び背面端部より

200mm の位置，かつ，一方の橋台より 40mm の位置にそれぞれ設置した．電磁流速計は前面波高計よ

り 150mm の位置，かつ，一方の橋台より 40mm の位置に設置した．データのサンプリング間隔は

1/1000秒とし，ゲート開放から40秒間のデータ計測を行った． 

 

図-2.1.1 実験水路及び模型設置状況 

 

橋桁模型はコンクリート（単位体積重量  =2.254kN/m ）で製作した．橋桁の構造形式は典型的にみら

れる単径間RC/PC桁とした．ここでは，文献2.1.2)で取りあげられている，2004年インド洋大津波で被災

した単径間 RC 桁橋である Lueng Ie Bridge（インドネシア・北スマトラ島）を対象として，この橋梁の構

500 
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造諸元を図-2.1.2に示すように幾何学的に1/53.8に縮尺した．実際の橋桁は5主桁であったが，模型製作

における加工の困難さの観点から3主桁に変更した． 

 

図-2.1.2 橋桁模型 

 

表 2.1.1 津波漂流物模型 

 

 

漂流物模型の断面サイズ，長さ，及び，浸水 1 時間後の重量を表-2.1.1 に示す．津波漂流物は船舶，

車輛，自転車，流木及び倒壊した建物に伴う瓦礫などであることを念頭に入れ，それらの実物の長さを

1m から 8m と想定して橋桁模型と同じ比率である 1/53.8 に縮尺した．漂流物模型は直方体の木材（乾状

態比重 0.53）を用いた．松冨ら 2.1.3)の研究を参考して漂流物模型の比重が大きく変化しないように，実験

前に 1 時間漂流物模型を水に浸すこととした．表-2.1.1 に示す全ての漂流物は混合して漂流物群として

ランダムにゲートから 300mm 範囲内の静水部に配置した．実験条件を表-2.1.2に示す．津波の流れ場で

は，漂流物相互が影響を及ぼし合い，波の形成において不確定性が大きくなることから，その点を許容

して，漂流物有りのケースにおいては表-2.1.2 の条件で 10 回繰り返した．津波流速及び波高の特徴を考

察するために，漂流物無しのケースにおいては表-2.1.2の条件で3回繰り返した． 

 

表 2.1.2 津波漂流物模型 

 

床版幅: 192

桁高: 20
床版高さ: 12

桁長: 355

桁間長さ: 40桁厚: 30

単位[mm]

番号 実 際

長 さ

[mm] 

長 さ

[mm] 

幅

[mm] 

高 さ

[mm] 

数

量

重 量 ( 浸

水 1 時

間)[g] 

密度(浸水

1 時間) 

[kg/m3]

1 1000 18.5 10 10 38 1.79 967.57 

2 3000 55.5 10 10 17 5.1 918.92 

3 5000 92.5 10 10 9 8.01 865.95 

4 4850 90 20 12 12 21.2 981.49 

5 8000 150 20 12 5 34.8 996.67 

6 5400 100 60 27 3 95.67 590.56 
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1.3 津波波速の定義と津波流速及び波高に対する考察 

津波流速 v 及び津波波高 a の時系列の一例をそれぞれ図-2.1.3及び図-2.1.4に示す．図-2.1.3に示した津

波流速 v の時系列において 4 秒前後に発生するピーク値を    [cm/s]と定義した．津波流速の時系列において

10 秒前後のマイナスの流速は水路流下方向末端部からの反射波が橋桁に到達していることを意味している．本

実験においては，橋桁前面に衝撃的に作用する初期の過程を考察する観点から，反射波が橋桁に到達する前の

状態のみを分析対象とした．また，津波流速の時系列とビデオ解析結果を比較して，    の時刻の整合性を確

認した上で，     以降の 3 秒までの準定常的な区間における流速を定義する観点から，     を示した直後の

1 秒間並びに3 秒間の時間平均を    
 [cm/s]，    

 [cm/s]と定義する． 

 

 図-2.1.3 津波流速の時系列(漂流物有りの場合) 図-2.1.4 津波波高の時系列(漂流物有りの場合) 

 

図-2.1.4に示した津波波高に対して前面及び背面波高の時系列のピーク値を  [cm]，  [cm]とし，前面及

び背面波高の立ち上がり時刻を  [s]，  [s]と定義した．以上より，津波波速 c を以下の式(2.1.1)で定義した． 

 

 
 ൌ

    

     
 (2.1.1)

ここで，    は橋桁前面に設置した波高計から橋桁背面に設置した波高計までの距離で，     =59.2 cm

である． 

 

 
図-2.1.5 流速のピーク値    と貯水部水位  及び静水深  の関係 

 

図-2.1.5 は，漂流物有りの条件のもとで，津波流速のピーク値    と貯水部水位  及び静水深  の関

係を示す．図中のケース番号は表-2.1.2に示す通り，例えば，ケース番号9-2は漂流物有り，貯水部水位

  =9cm，静水深  =2cmという実験条件を表わしている．また，漂流物無しの条件における津波流速のピ
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ーク値の 3 回の平均値    
 は図-2.1.5に破線で示している． 

漂流物無しの場合においては，Stoker2.1.1)によるダム崩壊流の理論氾濫流速  と比較するために，その

理論値  を図-2.1.5 に実線で表している．なお，Stoker の理論においては，瞬時的にダムブレイクする

という条件のもと，ダムの崩壊流れに対する問題をモデル化して，ダムの上流域水深  と下流域水深  

から理論氾濫流速  を得る．ダム崩壊直後の時刻における，Stoker のモデルを図-2.1.6 に示す．これに

よれば，ゲート急開直後の流れ場において，波の先端部の上流域の流速  に対して以下の関係式を得る． 

 

 

図-2.1.6  Stoker モデル 2.1.1) 

 

   

  
 2

  

  
ൌ 2

 
  (2.1.2)

ここで，  は水深  での波速で，次式により求められる． 

   
 ൌ     (2.1.3)

各実験データに対しては，貯水部水位  と静水深  が与えられているので，式(2.1.3)を用いて，  と

  がそれぞれ求められる．また，     と     が以下の式より求められる． 

 

 

 

  

  
ൌ

 
  

 
  

4 
 1   1  8

 
 (2.1.4)

 

   

  
ൌ  

1
2

  1  8  
 
  

 
 

1
 

(2.1.5)

ここで  は，図-2.1.6に示す波の先端部の伝播速度である． 

以上より，ゲート急開直後の流れ場において，Stokerの理論を適用すると，貯水部水位  と静水深  が

与えられているので，波の伝播速度  が式(2.1.2)，(2.1.4)，(2.1.5)から求められ，式(2.1.4)を再度適用し波の

先端部における上流域の流速  を得る． 

図-2.1.5 において，貯水部水位  が高くなり，また，静水深  は低くなるほど，津波流速のピーク値

    は大きくなる．次に，静水深  =3cm，4cm の場合に，     は全般的に Stoker の理論値  より低く

なる．  =2cm の場合には，逆に    は全般的に Stoker の理論値より大きくなる傾向を示す．松冨ら 2.1.3)

の実験において漂流物が白木材の場合には，実験値が全般的に Stoker の理論値より低くなっている．ま

た，松冨ら 2.1.4)の実験において漂流物が瓦礫や油の場合には，実験値は全般的に Stoker の理論値より大き

くなっている．このように，先行研究においては，漂流物の材質や混相の状態に応じて，実験値と Stoker
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の理論値との大小関係に相違がみられる．本実験結果においては，漂流物の材質が同一であるものの，静

水深の違いにより混相の状態が異なるため，実験値とStokerの理論値との大小関係は上述のように異なる

結果となったと推察される． 

 

 

図-2.1.7  前面波高  と貯水部水位  及び静水深  の関係 

 

図-2.1.7 は，漂流物有りの条件における前面波高  と貯水部水位  及び静水深  の関係を示す．ま

た，漂流物無しの条件において，前面波高の3回の平均値  
  を破線で示す．貯水部水位  が高くなり，

また，静水深  が低くなるほど，図-2.1.5 に示す流速の変化の傾向と質量保存則から，前面波高  は

高くなる傾向を示す．さらに，漂流物有無の影響に着目すると，明らかな傾向は見られなかった． 

 

1.4 漂流物の通過率，残留率及び閉塞率に関するパラメータの定義 

実験ビデオデータに対して，Video Win Movie Makerのソフトウェアを用いて再生速度を0.1倍遅くなる

ように変換した上で，再生最小時間間隔を 0.03s と設定し，目視により，第 2 節の実験方法で述べた通り，

図-2.1.3及び図-2.1.4において，反射波が橋桁に到達するまでのおよそ10秒間を分析対象として漂流物

の動態を観察した．以上より，以下の漂流物の通過率，閉塞率及び残留率に関する6つのパラメータを算

定する． 

漂流物の占有率 は以下の式で定義する． 

 
 ൌ

  

  
 (2.1.6)

ここで，  は水路の一様水深部（長さ 5000mm×幅 500mm×静水深  ）における水の全体積，  は漂流

物の占有体積，すなわち漂流物の全体積である．次に，漂流物の通過率  は以下の式で定義する． 

 
  ൌ

  

  
 (2.1.7a)

   ൌ    +    (2.1.7b)

ここで，  は流れた漂流物の体積である．また，   ，   は以下の式で定義する． 

 
   ൌ

   

  
 (2.1.8a)
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   ൌ

   

  
 (2.1.8b)

ここで，   は橋桁に衝突せずに流れる漂流物の体積，   は橋桁に衝突して流れる漂流物の体積である． 

さらに，漂流物の体積の観点からの閉塞率   を以下の式で定義する． 

 
   ൌ

   

  
 (2.1.9)

ここで，   は橋桁に衝突して，橋桁の前面部及び橋桁の桁下空間に詰まった漂流物の全体積である．例

えば，写真-2.1.1(a)に示すように，橋桁の前面部及び橋桁の桁下空間に①-⑨まで 9 個の漂流物が閉塞し

ている．反射波が橋桁に到達する前に，この状態がおよそ2秒間維持され，桁下空間に詰まった漂流物の

全体積を   と定義する．同様に，漂流物の長さの観点からの閉塞率   を以下の式で定義する． 

 
   ൌ

  

  
 (2.1.10)

ここで，  は桁長から橋台の桁かかり長を引いた長さである．  については，写真-2.1.1(b)に示すよう

に，漂流物が橋桁に衝突して部分的に桁下空間に詰まり，それらの長手方向の長さを橋軸方向に正射影し

た全長を採用する．最後に，漂流物の残留率  は以下の式で定義する． 

 
  ൌ

  

  
 (2.1.11)

ここで，  は橋桁上に残留した漂流物の体積である． 

 

(a) 体積の観点からの閉塞率   の定義 (b) 長さの観点からの閉塞率   の定義 

写真-2.1.1  閉塞率の定義 

 

1.5 津波流速と漂流物の通過率，閉塞率及び残留率の関係 

図-2.1.8 には，津波流速    と漂流物の通過率，閉塞率及び残留率の関係を示す．津波漂流物が橋桁

の桁下空間や橋面上を漂流あるいは滞留する現象に対して，津波流速    ，    
 及び    

 の 3 つのパラメ

ータの中で，    による説明性が最も高いと判断された．以上より，本節においては，     と漂流物の

通過率，閉塞率及び残留率の関係を論じる．  

図-2.1.8(a)において，津波流速のピーク値     [cm/s]と漂流物の通過率  の関係に着目すると，桁下高が一番

低い hc=1cm(e=0.0117)の場合（10-4，12-4，15-4）には，実験ケース 10-4 の一部のデータを除いて 37.58cm/s≦    

≦71.47cm/s の領域で 0.015≦  ≦0.347 となる．図-2.1.1に示すように，漂流物を混合して漂流物群としてランダム 
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図-2.1.8  流速の最大値    と漂流物の通過率，閉塞率及び残留率の関係 

 

に静水部に配置するため，津波の流れ場における漂流物群の動態は大きくばらつくことから，10 回の同じ実験条件に

おいても    と  の結果は大きなばらつきを示す．なお，実験ケース10-4 において，実験の4回目のデータである10-

4-4 以外のデータは橋桁の前面に全ての漂流物が流れ場の中で停止した．それ以外のデータにおいては，     が大

きくなるに従って  は高くなる傾向を示した．これらの場合より桁下高が高いhc=2cm(e=0.0156)の場合（9-3，10-3，12-3，

15-3）には，36.05cm/s≦    ≦103.41cm/s の領域で 0.078≦  ≦0.780 となり，hc=1cm の場合と同様に    が大きくな

るに従って  は高くなる傾向が見られた．桁下高が最大となる hc=3cm(e=0.0235)の場合（9-2，10-2，12-2，15-2）には，

35.19cm/s≦    ≦130.48cm/s の領域で 0.190≦  ≦0.846 となり，流速が低い段階から極めて速い段階まで，通過率

  はばらついているが，全体として    が大きくなると  は高くなる傾向を示す． 
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以上の通過率  の傾向を踏まえ，橋桁に衝突せずに流れた漂流物の通過率   並びに橋桁に衝突して流れる漂

流物の通過率   の内訳の観点から分析する． 

図-2.1.8(b)において，橋桁に衝突せずに流れる漂流物の通過率   の観点からは，全てのケースにおいて，

36.05cm/s≦    ≦130.48cm/s の領域で   は 0.769 までの値を示す．これらの中で，特に実験ケース 9-2 におい

て，橋桁に衝突せずに通過した漂流物の割合が高く，54.78cm/s≦    ≦64.86cm/sの領域で0.575≦   ≦0.769と

なる．また，桁下高が一番低いhc=1cm(e=0.0117)の場合（10-4，12-4，15-4）には，37.59 cm/s≦    ≦71.47 cm/s

の領域で   は 0.284 となり，    が大きくなるに従って   は高くなる傾向を示す．この場合より桁下高が高い

hc=2cm(e=0.0156)の場合（9-3，10-3，12-3，15-3）には，37.58cm/s≦    ≦103.41cm/s の領域で 0.053≦   ≦

0.522 となり，    と   の関係は大きいばらつきを示す．桁下高が最大となる hc=3cm(e=0.0235)の場合（9-2，

10-2，12-2，15-2）には，51.99cm/s≦    ≦130.48cm/s の領域で   は 0.769 までとなり，実験ケース 15-2 の一部

のデータを除いて，    が大きくなるに従って全体的には   が小さくなる傾向を示す． 

一方，図-2.1.8(c)において，橋桁に衝突して流れる漂流物の通過率   の観点からは，36.05cm/s≦    ≦

130.48cm/sの領域で   は0.481までの値となる．桁下高が一番低いhc=1cm(e=0.0117)の場合（10-4，12-4，15-4）

には，    が大きくなるに従って橋桁に衝突せずに流れる漂流物の通過率   と同様に   も高くなる傾向が見

られる．これらの場合より桁下高が高いhc=2cm(e=0.0156)の場合（9-3，10-3，12-3，15-3）には，    が大き

くなるに従って橋桁に衝突せずに流れる漂流物の通過率   は先述したように一定値に収束する傾向が見られる

反面，   は高くなっていく傾向を示す．桁下高が最大となるhc=3cm(e=0.0235) の場合（9-2，10-2，12-2，15-2）

には，橋桁に衝突せずに流れる漂流物は一定の割合でシェアーが低くなる一方で，橋桁に衝突して流れる漂流

物のシェアーが高くなり，その通過率   は高くなる傾向が見られる． 

漂流物の橋桁への衝突のシェアーを考察するために，橋桁の桁下空間や橋面上に通過した漂流物に対する，橋

桁に衝突して流れる漂流物の割合      を図-2.1.9のように算出した．また，    に対して      の 10cm/s 毎

の平均値を計算し，図-2.1.9に併せてプロットしている． 
 

 

図-2.1.9  橋桁の桁下空間や橋面上に通過した漂流物に対する，橋桁に衝突して流れる漂流物の割合      と

流速の最大値    の関係 
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図-2.1.9より，36.04cm/s≦    ≦83.30cm/sの領域で，    が大きくなるほど，全体的には       が大きく

なる傾向を示した．その中に，流速が相対的に低い36.04cm/s≦    ≦66.76cm/s領域では，一部のデータを除い

て，衝突して流れる漂流物の割合      は0.5には至らない．10cm/s毎の平均値も0.4まで至らない．すなわち，

橋桁に衝突して流れる漂流物より，衝突せずに流れる漂流物の割合が大きいことを意味する．79.52cm/s≦    

≦83.30cm/sの流速が相対的に高い領域では，       の平均値が0.4を超えて0.6までの範囲で示す．      が

0.81≦      ≦0.84の範囲でピークを示すとともに，83.30cm/s≦    ≦130.48cm/sの流速が高い領域では

      =127.28cm/sにおいて，最大値       =0.919を示す．この場合には，橋桁の桁下空間や橋面上に通過した

漂流物の中で，9割合以上の漂流物が橋桁に衝突して流れたことを意味する． 

以上より，    と  ，   及び   の関係について，    が低い場合には，    が大きくなるに従って  も大

きくなり，その際，   及び   が両方ともに大きくなっている．また，その場合には，橋桁に衝突せずに桁下空

間を通過した漂流物が多く，   の割合が大きくなる．さらに    は大きくなると，   はばらつくものの，    が大

きくなるに従って   が小さくなり，逆に   はさらに高くなる，その場合には，橋桁に衝突せずに流れた漂流物

より，衝突して流れた漂流物のシェアーが高くなる． 

図-2.1.8(d)において，    と漂流物の体積の観点からの閉塞率   の関係に着目すると，36.05cm/s≦    ≦

130.48cm/sの領域で   は0.476までの値を示す．   の値は   =0，0.146，0.292の3つの大別される．   =0.00の

場合は漂流物が全て橋桁の桁下空間や橋面上に通過して閉塞しない場合である．   =0.146 の場合は表-2.1.1 に

示す漂流物 6 番が 1 個のみ橋桁の桁下に閉塞した場合である．   =0.292 の場合は同様の漂流物 6 番が 2 個橋桁

の桁下に閉塞した場合である．これらのケースでは漂流物 6 番以外の漂流物は全て橋桁の桁下空間や橋面上を通

過する．このことから，重量及び体積の観点から最も大きい漂流物 6 番の桁下への閉塞が閉塞率に支配的な影響

を及ぼすことがわかる．なお，    が大きくなるに従って，全体的には   が大きくなる傾向を示す．特に，実

験ケース 15-2 の場合には，91.38cm/s≦    ≦130.48 cm/s の領域で，全ての実験回数において   は 0.146 以上と

なる．また，図-2.1.8(e)において，    と漂流物の長さの観点からの閉塞率   の関係に着目すると，

37.58cm/s≦    ≦130.48cm/s の領域で   は 0.915 までの値を示す．これは，漂流物の体積の観点からの閉塞率

   と調和的な傾向を示す．なお，漂流物の長さの観点からの閉塞率   については，    が低い場合にも漂流物

が橋桁の桁下空間に閉塞することから   は大きなばらつきを示す． 

図-2.1.8(f)において，    と残留率  の関係に着目すると，36.05cm/s≦    ≦130.48cm/s の領域で  は

0.188 までの値を示す．貯水部水位が  =9cm の場合（9-2，9-3）及び貯水部水位が  =10cm の場合（10-2，10-3，

10-4）には36.04cm/s≦    ≦64.87cm/s及び37.59cm/s≦    ≦81.30cm/sのそれぞれの領域において  =0.00とな

るが，これらの場合は漂流物が橋桁の橋面上に残留しないことを意味する．特に，先述したように，実験ケース

10-4は10-4-4以外の場合には橋桁の前で全て漂流物が停止する．貯水部水位が高くなり，流量が大きくなってく

ると，  =12cm の場合（12-2，12-3，12-4）には漂流物が橋桁の橋面上に残留し始め，貯水部水位が  =15cm の

場合（15-2，15-3，15-4）にはおよそ 1 割合以上の漂流物が橋桁の橋面上に残留する．この場合には，48.95cm/s

≦    ≦93.40cm/s の領域で，    が大きくなるに従って  も増加になる．特に実験ケース 15-3 では，

    =93.40cm/sにおいて残留率  ＝0.188 の最大値を示す．なお，    が更に大きくなると，実験ケース15-2 で

は，前述した    と通過率及び閉塞率の関係のように  は逆に小さくなる． 

前述した漂流物の閉塞のメカニズムと異なり，橋桁の橋面上に漂流物が残留するメカニズムについては，表-

2.1.1に示す漂流物 1 番の占める割合が最大 0.158 となり，同様に，漂流物 2 番，3 番，4 番の占める割合がそ

れぞれ最大 0.118，0.222，0.083 となった．すなわち，重量及び体積の観点から小さい漂流物の残留が  に支配
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的な影響を及ぼす．以上より，    と閉塞率の関係については，重量及び体積の観点から大きい漂流物の桁下

への閉塞が支配的である．    と残留率  の関係については，逆に，小さい漂流物の残留が橋面上に支配的で

ある．48.95cm/s≦    ≦93.40cm/sの領域で，    が大きくなるに従って，  が0.188まで増加し，    が更に

大きくなると  は逆に小さくなる． 

 

1.5 まとめと今後の課題 

以上，得られた知見をまとめると以下の通りである． 

(1) 津波作用の諸量の中で，津波漂流物が橋桁の桁下空間や橋面上を漂流あるいは滞留する現象に係る説

明性が最も高かったのは津波流速のピーク値    であった． 

(2) 漂流物の橋桁に対する通過率  については，桁下高  が相対的に低い場合において，    が大きく

なるに従って  が高くなる傾向が見られた．この場合には橋桁に衝突せずに流れた漂流物と橋桁に衝

突して流れた漂流物のシェアーがほぼ拮抗する．桁下高  が高くなると，    が大きくなるに従っ

て，一定量の漂流物が橋桁に衝突せずに流れるものの，橋桁に衝突して流れる漂流物のシェアーが高

まり，漂流物全体としての通過率  も高まる結果となる． 

(3) 漂流物の橋桁に対する閉塞現象に関しては，体積の観点からの閉塞率   は0.15から0.3程度の大きな

値に収束した．これは，重量及び体積の観点から最も大きな漂流物が橋桁に1つあるいは2つ詰まった

場合に相当し，橋桁のスケールに対して大きな漂流物の閉塞が閉塞率全体を支配することを意味する． 

(4) 漂流物の橋面上の残留率  については，貯水部水位  が徐々に高まり流量が大きくなると，漂流物が

橋桁の橋面上に残留し始め，特に，桁下高  が最も高い場合において重量及び体積の観点から相対的

に小さく細長い漂流物が橋面上におよそ1割から2割前後残留することとなる． 

(5) 津波漂流物の作用を考慮した波の先端部のモデル化については，Stokerのモデルに基づき，上流域の

流速  の算定式を得た．36.04cm/s≦    ≦76.81cm/sの流速が低い領域では，本モデルによる説明性

が明らかに高い．しかし，それ以上の流速が高い領域では，本モデルの説明性の限界があり，この原

因については，今後の検討課題である． 
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2.2 津波越流による橋台アプローチ部の盛土の流出現象 

2.2.1 背景 

津波による橋梁の被災に関する研究はこれまでに数多く行われてきたものの，橋台アプローチ部の盛

土（以下，橋台背面盛土と呼ぶ）の流出を対象に検討を行った事例は限られている．井上ら 2.2.1)と吉崎ら

2.2.2)は，2種類の橋台模型を対象に橋台背面盛土の被災メカニズムに関する100 G場での遠心模型実験を実

施し，盛土の平均すべり高に基づく被災度は津波の遡上端の進行速度との相関が高いことなどを明らかに

している．ただし，橋台背面盛土が流出に到る過程とその機構に対する検討は十分とは言えない．ここで

は，橋台背面盛土の流出を水理実験とその再現計算により検討した事例を紹介する． 

2.2.2 水理実験の概要 

名古屋大学所有の図-2.2.1に示すアクリル製循環式水平開水路（長さ6.00 m，奥行き0.30 m，高さ0.29 

m）を用いて縮尺 1/100 の水理実験を行った．図-2.2.2に実験装置の概略図を示す．同図に示すように，

水路の内部に厚さ10 cmの砂地盤を，その上に橋台模型と背面盛土を設置した．ここで，橋台模型と盛土

は，2011 年東北地方太平洋沖地震時に津波により橋台背面盛土の流出などの被害を受けたことが佐々木

ら 2.2.3)により報告されている岩手県陸前高田市の沼田跨線橋 A2 橋台を参考に決定した．砂地盤と盛土に

は，中央粒径約0.2 mmの珪砂6号（トーヨーマテラン製）を用いた．砂地盤は，約2.0 cmごとに締め固

めを行い，湛水により飽和状態とした．盛土は，含水比を10～13%に調整し，何層かに分けて締め固めを

行った．そして，水路沖側端にポンプ 2 台により単位幅流量 0.0260 m3/s/m の水を 30 s 間供給し，津波を

想定した流れを作用させた．なお，盛土表法尻を原点とする水平岸向き座標を x 軸，水路の手前側側壁を

原点とする水平奥向き座標を y軸，水路底面を原点とする鉛直上向き座標を z軸とした． 

実験は，図-2.2.2 に示すように橋台模型を設置したケース A と，橋台模型に加えて舗装を模擬した厚

さ3 mmのアルミ板を盛土上に置いたケースB も実施した．また，再現性確認のため，同一条件の実験を

2 回行った．津波作用時には，水路側面から動画撮影を行うとともに，W1～W3 の位置に設置した超音波

センサ（Omron 製 E4C-DS30L）により水位変動の計測を行った．津波作用前後には，レーザー変位計

（Keyence社製LR-TB5000C）を用いてy = 50，100，150，200，250 mmの5測線で地形の計測を行った． 

2.2.3 水理実験結果及び考察 

舗装モデル未設置時のケース A における津波作用後の背面盛土の様子を図-2.2.3 に例示する．ここで，

 

図-2.2.1 水平開水路
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同図の左側が沖，右側が岸である．また，同ケースにおける水路奥側から見た津波作用後の様子を図-

2.2.4に示す．ここで，同図の白色の線は水路奥側における盛土の初期地形を示す．図-2.2.3より，写真

手前に写っている白色の橋台が下の方まで見えており，橋台周辺の盛土には大規模な侵食が発生した一方

で，橋台から離れた側の盛土は残っていることが確認できる．図-2.2.4 より，橋台と反対側の水路奥側

では初期の半分程度の高さの盛土が残っており，橋台周辺と比較して侵食は小さくなっている． 

図-2.2.5 に，舗装モデル未設置時のケース A における津波作用前の盛土の初期地形と津波作用後の盛

土の最終地形を例示する．なお，y = 50 mmよりも手前側と y = 250 mmより奥側の地形は計測していない

ことから，空白となっている．また，予備実験において，z = 83 mm 以下の地形は洗掘部分に溜まった水

の影響によりレーザー変位計では正しく計測できていないことが分かったため，こちらも空白として示し
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(b) 橋台模型と背面盛土（左：上面図，右：側面図） 

図-2.2.2 実験装置の概略図 

 

 
図-2.2.3 水路上側から見た津波作用後の背面盛土の様子（舗装モデルなし；左側が沖） 
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た．図-2.2.5より，津波作用前の盛土は天端が z = 177 mm の高さまであったものの，津波作用後は大き

く削られていることが分かる．特に，橋台の沖側，岸側，内側は z = 83 mm以下を示す空白となっており，

元の地盤面である z = 100 mm よりも深くまで洗掘されていることが分かる．また，計測はしていないも

のの，以上のことより，橋台の手前側の開口部にも洗掘が生じているものと推測される．一方，橋台と反

対側の水路奥側では，図-2.2.4と同様，盛土が残っていることが確認でき，図-2.2.5の範囲では盛土がz 

= 142 mm の高さまで残っていることが確認できる．このように，橋台周辺の盛土に侵食が発生した一方

で橋台から少し離れた位置の盛土が残る現象は，2011 年東北地方太平洋沖地震津波時の沼田跨線橋の橋

台背面盛土の被害状況 2.2.3)と整合していると言える．また，橋台や盛土の少し岸側の x > 300 mmでは津波

作用後の地盤面が津波作用前よりも若干高くなっており，侵食された盛土が岸側に堆積したと考えられる． 

続いて，舗装モデル設置時のケース B における津波作用前の盛土の初期地形と津波作用後の盛土の最

終地形を図-2.2.6 に例示する．ここで，同図の最終地形は，舗装モデルを取り除いた上で計測を行って

いる．図-2.2.6 より，橋台と反対側の水路奥側において残存している盛土が舗装モデル未設置時と比べ

 

図-2.2.4 水路奥側から見た津波作用後の背面盛土の様子（舗装モデルなし；左側が沖） 

 

(a) 津波作用前の初期値地形 

 

(b) 津波作用後の最終地形 

図-2.2.5 津波作用前後の地形（舗装モデルなし）
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て若干小さく低くなっているものの，舗装モデルの有無は顕著な影響を与えていないことが分かる． 

そこで，図-2.2.5 と図-2.2.6 から求めた津波作用前後での地形の変化を図-2.2.7 に示す．ここで，同

図の正値は堆積を，負値は侵食を示す．また，図-2.2.5 や図-2.2.6 で空白となっていた場所については，

図-2.2.7 でも空白とした．図-2.2.7 からも，橋台周辺の地盤高が大きく低下していることが分かる．ま

た，盛土の少し岸側の地盤高が若干高くなっていること，橋台と反対側の水路奥側での侵食が舗装モデル

設置時の方が若干大きいものの，舗装モデルの有無の影響は大きくないことも確認できる． 

2.2.4 数値計算の概要 

中村ら 2.2.4)による 3 次元流体・構造・地形変化・地盤連成数値計算モデル FS3M（Three-Dimensional 

Coupled Fluid-Structure-Sediment-Seabed Interaction Model）を用いて水理実験の再現計算を行った．同モデ

ルは，メインソルバーと4つのモジュールから構成されている．メインソルバーは，地形の変化や浮遊砂

による流体の密度の変化を考慮して流体運動の解析を行う連続式と Navier-Stokes 方程式に基づく LES

（Large-Eddy Simulation）である．そのメインソルバーには，気液界面を追跡する MARS（Multi-Interface 

Advection and Reconstruction Solver）に基づくモジュール，掃流砂・浮遊砂輸送による移動床の地形変化と

浮遊砂濃度分布の計算を行うモジュール等が組み込まれている． 

図-2.2.8 に計算領域の概略図を示す．同図に示すように，水理実験と同様に，砂地盤，橋台，背面盛

土を設定した．なお，ここでは，舗装モデルがない場合のみを対象とした．砂地盤と背面盛土を構成する

砂のパラメータとして，中央粒径は水理実験と同様に 0.2 mm とした．砂粒子の密度，空隙率，静止摩擦

角，動摩擦角，水中安息角，斜面崩壊開始基準，斜面崩壊完了基準は，水理実験での値が得られていない

 

(a) 津波作用前の初期値地形 

 

(b) 津波作用後の最終地形 

図-2.2.6 津波作用前後の地形（舗装モデルあり） 
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ことから，それぞれ2.65 103 kg/m3，0.4，45.01°，27.0°，45.0°，0.0°，–0.01°とした．限界Shields数は岩垣

の式により，砂粒子の沈降速度はRubeyの式により求めた．底質巻き上げ係数は，試行計算により，定常

流に対する値 0.00033 より若干小さい 0.00025 とした．van Genuchten の式の形状パラメータ ，n*と残留

飽和度Srrも，水理実験で得られていないことから，中央粒径が近い三河珪砂6号 2.2.5)の  = 0.28 kPa-1，n* 

= 12.898，Srr = 13.5%を用いた．最大飽和度Srsは簡単のために100%とした．初期飽和度は，湛水を行った

z = –0.10 mより下の砂地盤では最大飽和度Srsに設定し，z = –0.10 mより上の盛土では含水比10～13%を

参考に飽和度28.8%とした．そして，水理実験と同様の流量の流れを30 s間作用させた． 

2.2.5 計算結果 

盛土天端の W2 と盛土岸側の W3 での水位変動に関して，水理実験結果と再現計算結果の比較を図-

2.2.9 に示す．水理実験では超音波センサに最も近い位置の水面を計測していたと考えられることから，

図-2.2.9 の数値計算結果でも最も上にある水面の位置を水位変動として示した．図-2.2.9 より，盛土天

端のW2 では，20 s 頃までは水位の上昇が認められるものの，その後は初期の水位よりも低下しているこ

とが分かる．これは，盛土の天端高の低下に伴い，水面の位置も低下したためである．また，水理実験結

果と再現計算結果を比較すると，盛土天端のW2において40 s前後の時刻に若干のずれが認められるもの

の，それ以外では再現計算結果は水理実験結果と一致していることが確認できる． 

図-2.2.10に津波作用後の最終地形を示す．水理実験で地形の計測が行われている y > 0.05 m の範囲に

着目すると，水理実験結果を示した図-2.2.5(b)で z = 83 mm 以下を示す空白となっている橋台の沖側，

岸側，内部では，数値計算結果を示した図-2.2.10 でも深く掘れていることが分かる．その一方で，橋台

 

(a) 舗装モデルなし 

 

(b) 舗装モデルあり 

図-2.2.7 津波作用前後での地形の変化 
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と反対側の水路奥側での盛土の侵食が水理実験と比べて若干大きく，橋台の少し岸側の堆積も過小評価し

ていることが確認できる．このような課題を残しているものの，特に橋台周辺に関しては水理実験で確認

された地形の変化を数値計算でも概ね再現できていると考えられる． 

最後に，橋台周辺の盛土の侵食過程を図-2.2.11 に例示する．ここで，同図の左図は鳥瞰図，右図は y 

 

図-2.2.8 計算領域の概略図 

 

 

図-2.2.9 盛土天端W2 および盛土岸側W3における水位変動の比較 

 

 
図-2.2.10 津波作用後の最終地形の再現計算結果 
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= 100 mm での断面図である．また，水色は水面を，茶色は盛土を表しており，可視化の都合上，灰色は

橋台あるいは盛土の表面を表している．図-2.2.11 より，盛土上を津波が越流し始めるとともに，岸側の

法面，特に楕円錐状になっている橋台のすぐ岸側の法面が侵食され始めることが分かる．そして，その侵

食が岸側のウイングの下まで達すると，橋台の内部の盛土がウイングの下から流出し始めている．その後，

橋台の内部や沖側の盛土も流出し，最終的に元の地盤面よりも下まで達する洗掘が形成されている．以上

のように，橋台背後盛土の流出過程が数値計算モデルFS3Mにより評価できることが確認できた． 

2.2.6 まとめ 

ここでは，沼田跨線橋 A2 橋台をモデル化した橋台模型を対象に，背面盛土の流出現象を水理実験と数

値計算の両面から検討した事例を紹介した．この検討を通じて，2011 年東北地方太平洋沖地震津波時と

  

(a) 計算開始12 s後 

  

(b) 計算開始22 s後 

  
(c) 計算開始32 s後 

  

(d) 計算終了時 

図-2.2.11 再現計算による津波作用時の地形変化の様子（左：鳥瞰図，右：y = 100 mmでの断面図） 

2-34



類似する橋台背面盛土の侵食が水理実験で再現できるとともに，侵食に与える舗装の影響は顕著には認め

られないことを明らかにした．また，水理実験結果との比較により数値計算モデルFS3Mの再現性が確認

できるとともに，同モデルにより橋台背後盛土の流出過程の評価ができることを示した．ただし，水理実

験の条件が限られているなど，課題を残していることから，さらなる検討が不可欠である． 

 

【参考文献】 
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波を受けた際の被災メカニズムに関する遠心模型実験，第 49 回地盤工学研究発表会，pp. 1897-

1898． 

2.2.2) 吉崎文朗，藤岡大千，廣岡明彦，永瀬英生（2015）：橋台背面盛土の被災状況に擬似津波の流況

が及ぼす影響に関する遠心模型実験，第50回地盤工学研究発表会，pp. 1177-1178． 
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田跨線橋の損傷判定，第31回土木学会地震工学研究発表会講演論文集，11 p． 

2.2.4) 中村友昭，趙 容桓，水谷法美（2019）：不飽和地盤へ適用可能な VOF 法に基づく数値計算モ
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（中村友昭） 
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2.3 高潮による漂流物 

 

2.3.1 検討の目的 

近年発生する気象擾乱において，平成27年(2015年)の台風18号をはじめに，平成30年(2018年)に発生

した台風 21 号や令和元年(2019 年)台風 15 号，同年台風 19 号など，台風に随伴して発生する集中豪雨や

河川の増水による洪水と内水氾濫，さらに高潮と波浪の影響により，インフラ施設に甚大な被害が発生す

る傾向にある． 

過去の気象擾乱，ここでは台風に着目して振り返ると，昭和 9 年の室戸台風や昭和 34 年の伊勢湾台風，

昭和 36 年の第二室戸台風を筆頭に，多数の被害が生じているが，近年では活発化する台風の被害が増加

している傾向が垣間見える．これらの活発化の主な要因は，地球温暖化による海水面の水温上昇に伴う豊

富な水蒸気量の供給と気流の収束と鉛直シェアの継続などであるが，前述の通り，近年ではこの気象擾乱

の激甚化により，被害状況が増大していると言っても過言ではない状況にある． 

特に，前述した台風 21 号の被害状況に着目すれば，関西国際空港の滑走路が浸水する事態となった．

また，関西国際空港の東側に停泊していた油タンカーが，暴風等の影響によって走錨して連絡橋に衝突し

た．この被害により，関西国際空港では空港機能が停止するとともに，連絡橋の機能喪失により利用客が

空港に1昼夜足止めされる事態に陥った． 

上述は広義の気象擾乱の中でも，台風に着目した被害の１例ではあるものの，気象擾乱の激甚化が，

そもそも地球温暖化を要因とするのであれば 2.3.1)，気象の不可逆性を踏まえ，今後も同規模の台風が近年

の発生頻度と同等以上で発生する可能性は否定できない． 

これらのことを踏まえ，激甚化する気象擾乱に対する備え

として，社会の経済活動の一旦を担う空港と周辺施設に対す

る最悪シナリオによる被害の予測と対策が必須であると考え

られる． 

本研究は，台風によって発生する高潮と波浪に対する対策

を講じるために被害発生のメカニズムを理解することを目的

としており，前段検討として，気象擾乱の発生による被害予

測の可否を確認するために，既往の気象擾乱をサンプルとし

て被害状況の再現を実施した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

被害予測評価手法の開発

気象状況の評価

潮流状況の評価

船舶等の漂流の評価

衝突影響評価

台風の規模・進路の再現

→風況の把握

台風・低気圧による水面の吸
い上げ効果と吹き寄せ効果に

伴う潮流運動の再現

→流況の把握

風況と流況を外力とした船舶

等の漂流軌跡の再現

→船舶等漂流物の挙動の把握

漂流物が衝突した際の作用

と抵抗の関係

→損傷可能性の把握

港湾構造物のBCP評価と対策

図-2.3.1.2 研究フロー 図-2.3.1.1 21 世紀末の気温の変化の予測 2.3.1) 
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2.3.2 対象とする被災事象 

気象擾乱と被害の再現において対象とするのは平成30年台風21号である． 

2018年8月28日に南鳥島近海で発生した台風第21号は，日本の南を北西に進み，9月3日には向きを

北寄りに変え，4 日 12 時頃に非常に強い勢力で徳島県南部に上陸した．その後，4 日 14 時頃には兵庫県

神戸市に再び上陸し，速度を上げながら近畿地方を縦断し，日本海を北上，5 日 9 時には間宮海峡で温帯

低気圧に変わった．台風の接近・通過に伴って，西日本から北日本にかけて非常に強い風が吹き，非常に

激しい雨が降った．特に四国や近畿地方では，猛烈な風が吹き，猛烈な雨が降ったほか，顕著な高潮とな

ったところがあった．風については，高知県室戸市室戸岬では最大風速48.2メートル，最大瞬間風速55.3

メートル，大阪府田尻町関空島（関西空港）では最大風速 46.5 メートル，最大瞬間風速 58.1 メートルと

なるなど四国地方や近畿地方では猛烈な風を観測し，観測史上第1位となったところがあった．また，四

国や近畿地方では海は猛烈なしけとなった 2.3.2）． 

この非常に強い台風 21 号に伴う強風の影響により，大阪湾を含む瀬戸内海に海上台風警報が発表され

ている状況下において，泉州港の南東方沖に船舶中の油タンカーが台風の接近に伴い増勢した風を受けて

走錨し，北方に圧流され，平成30年9月4日13時40ころに関西国際空港連絡橋に衝突した 2.3.3)． 

衝突事故の発生位置，油タンカーの航行経路図，衝突状況について，それぞれ図-2.3.2.1，図-2.3.2.2，

図-2.3.2.3に示す． 

関西国際空港連絡橋は，大阪府和泉佐野市と関空島を結び，道路幅約15mの片側3車線の道路桁が2本

と鉄道桁1本からなる構造であり，ガス管，通信，ケーブル等が本連絡橋に設置されていた 2.3.3)． 

本連絡橋は，最も関空島よりの橋脚（P1 橋脚）を起点として関空島側約 30m，泉佐野市側約 40m，P1

橋脚の南東側に隣接する橋脚（P2 橋脚）を基点として関空島側約 50m にわたり，橋梁部に曲損，破口，

擦過傷等を生じ，また，P2付近の接続部は北東側に約4m移動していた（図-2.3.2.4）2.3.3)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-2.3.2.1 衝突事故の発生位置 2.3.3) 

図-2.3.2.2 油タンカーの航行経路図 2.3.3) 図-2.3.2.3 油タンカーの衝突状況 

2-37



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの被害状況（図-2.3.2.4）から類推すると，本連絡橋の被害は，油タンカーが直接衝突した道路

橋の張出し床版の曲損や，主桁ウェブの擦過傷に加え，衝突時の衝撃によって上下部接続部である支承構

造の破損が生じたことが伺える． 

この被害により関空島への交通は遮断されたため，空港利用客や施設の従業員等，1昼夜孤立する事態

となった．加えて，高潮による滑走路浸水により空港機能も停止することとなった． 

この被害状況を鑑みるに，空港施設を含む港湾施設等へのBCP 評価として，漂流船舶島の衝突リスク

の把握は逼迫性が高いと考えられる． 

  

図-2.3.2.4 関西国際空港連絡橋の被害状況 2.3.3) 
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なお，参考文献2.3.3)によれば，走錨発生に関する解析として，油タンカーの錨等の係駐力とプロペラ

水力及び風波の概略から比較した事故の発生過程が検討されている． 

係駐力や外力の導出過程はここでは省略するが，限界係駐力と走錨の判定は下記の通りである． 

船は外力が大きくなると係駐力はそれに釣り合って大きくなり，船尾方に移動し，錨鎖が徐々に海底

から離れ，海底で摩擦力を発生している錨鎖の長さが短くなる． 

海底に接する錨鎖の長さは，外力が大きくなるとさらに短くなって摩擦力が小さくなり，ついには外

力が係駐力を上回って走錨が開始し，この時の係駐力が「限界係駐力」であり，走錨せずに耐え得る限界

の係駐力ともいえる． 

従って， 

・風圧力＋波漂流力＋プロペラ推力＞係駐力となると走錨が発生し， 

・風圧力＋波漂流力＋プロペラ推力＜係駐力となると走錨が発生しない． 

図-2.3.2.5に風圧力＋波漂流力＋プロペラ推力と係駐力の関係を示す．同図は，参考文献2.3.3)で解析

されたものをグラフ化したものである．また，油タンカーの走錨時は単錨泊であったことが報告されてい

るが 2.3.3)，同図には双錨泊とした場合の係駐力を併せて示している． 

同図より，単錨泊での係駐力に対して外力が上回る時刻は，12:58:14，13:18:38，13:37:48であることが

わかる．また，双錨泊とした場合は係駐力が増加するものの，前述のいずれの時刻も，双錨泊であっても

係駐力に対して外力が上回る． 

一方で，12:58:14において走錨を止めるために主機を用いるとプロペラ推力によって錨泊状態を維持で

きる結果である． 

これらのことから，単錨泊で，かつ主機を用いない状態が走錨に対して不利な状況であるといえる． 

ここで，風圧力と波漂流力，プロペラ推力などの外力の内訳に目を向ければ，概ね風圧力が支配的で

あることがわかる．これは，油タンカーが走錨した時点では空船状態で全てのバラストタンクに海水バラ

ストを漲水し，約1,260tの積載状態であり，喫水は船主約2.40m，船尾約4.20mであったが 2.3.3)，海面よ

り上方の船舶の風に対する被圧面積が，海面より下方の喫水の被圧面積よりも大きかったことが推察され

る． 

以上を再現解析の事前情報として踏まえ，以降，再現解析を実施した結果について述べる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-2.3.2.5 走錨発錆に関する解析結果 2.3.3) 
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2.3.3 気象状況と海象の再現 

 

(1) 再現の方法 

WRF(Weather Research and Forecasting)は，数値気象予報と大気シミュレーションの研究・実用を意図し

て米国大気研究センター(NCAR：National Center for Atmospheric Research)，米国環境予測センター(NCEP：

National Centers for Environmental Prediction)，地球システム研究所(ESRL：Earth System Research Laboratory)

等によって共同開発された次世代のメソスケール気候予測数値モデルである．適用可能な空間スケールは

数十 m～数千 km とされる．高潮の解析においては，WRF を計算対象領域の海面更生気圧と風向・風速

の時空間分布の把握に用いるが，この気象モデルには大気中の化学物質の輸送・反応を計算する機能もあ

り，応用の範囲は広い． 

以下の大気流動解析では，WRFの運動学的解析手法としてARW (Advanced Research WRF)を利用した．

この手法では，支配方程式として水平・鉛直方向の運動方程式，質量と温位の保存式，ジオポテンシャル

に関する式，大気の状態方程式が取り上げられており，大気を圧縮性流体として非静水力学的に解析する

ことが可能とされている 2.3.4)． 

WRFの計算システムは，図-2.3.3.1に示されるとおりに「前処理」，「計算実行」，「後処理」の三つのパ

ートで構成される． 

まず「前処理」では，地形や大気の状態に関する情報を基に計算領域の初期値・境界値データファイ

ルを WPS で生成させる．地形と大気の情報については，NCAR によって全球スケールのデータとして取

りまとめられた情報と，日本周辺の気象観測情報として気象庁の数値予報値をまとめた情報とがある．こ

れらの概要は次節で述べる． 

つぎにARW で大気の流動解析を実行する．計算領域の範囲や計算期間は WPS，ARW，ARWpost の設

定ファイル全てに記述するが，気象モデルの選定やモデルパラメータの値といった解析に関わる情報は

ARW の設定用ファイルに記述する必要がある． 

「後処理」では，ARW の計算結果を NetCDF 形式のファイルとして再出力させており，このファイル

をプログラム処理して特定の領域や気象項目の計算値の抽出や画像処理を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高潮は台風や低気圧の接近によって生じる自然現象である．そのモデル化にあたっては，海水の流動

に作用する気圧と風の影響を考慮しなければならない．具体的には，大気圧と風による作用を海水面での

応力として評価するとともに，風で生じた波による作用を流体内部での応力として評価する必要がある．

前者の2項目は静水力学的関係と実験・実測に基づく関係から運動方程式の外力として表現される．一方，

波の作用については，波の時空間変動スケールが潮汐等による流動の変化スケールと異なることから，両
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図-2.3.3.1 WRFの計算処理 
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者の相互作用を考慮するには波と流れとを別々にモデル化し，計算する必要がある． 

ここでは，高潮の数値解析体制の構築を目的として，潮流解析モデルと数値波浪モデル(SWAN)から成

る計算手法の構築を試みた．まず，波浪モデルの利用を開始した．つぎに，波浪モデルと潮流モデルを並

列処理する解析システムを開発し，これの現地適用を試みた． 

採用したモデルは，デルフト工科大学(TU-Delft：Delft University of Technology)土木工学・地球科学学部

の環境流体力学部門で開発された SWAN(Simulating Waves Nearshore)であり，波浪推算や高潮の解析につ

いての多くの適用事例がある．SWANの概要は以下のとおりである． 

“SWAN is a third-generation numerical wave model developed for wave computations in coastal regions and inland 

waters. The model is based on an Eulerian formulation of the discrete spectral balance of action density that accounts for 

refractive propagation over arbitrary bathymetry and current fields. SWAN is driven by boundary conditions and local 

winds. The processes of wind generation, whitecapping, quadruplet wave-wave interactions, bottom dissipation, triad 

wave-wave interactions and depth-induced wave breaking are represented explicitly, though SWAN does not account for 

diffraction. SWAN's numerical propagation scheme is implicit; thus the model is most efficient when applied to cases 

with relatively high geographic resolution. SWAN has been validated by comparisons with analytical solutions and 

laboratory and field observations.”2.3.5)  

また，流れの影響を考慮した波浪変化が計算可能であり，浅海域における底面摩擦，3 波共鳴，砕波の

影響等も加えられているとされる 2.3.6)．SWAN による計算実行の流れを図-2.3.3.2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず，計算の実行に必要な入力データファイルを作成する．実水域に適用する場合には ArcMAP 等の

地理情報システム(GIS)によって地形や標高等の情報をまとめ，必要な領域のデータのみを抽出し，作成

する．気流や水流，水位等を時間変化量として入力する際には，地形情報との空間整合をとった上で時系

列データファイルとして準備する必要がある．SWAN には波浪現象のモデル化として複数の方法がある

ため，適切なモデル化方法を選択する必要がある．このモデル選択を始めとして，モデルパラメータの設

定や空間・時間離散間隔等の情報を記載したファイルを指定の形式に則って作成する．入力ファイルの準

備後に SWAN を実行させ，波浪の時空間解析を行う．ファイル出力された計算結果を Fortran や

VisualBasic 等でプログラム処理し，特定位置のデータ抽出や図形処理を行う．SWAN には GUI ベースの

入力データの作成・処理機能が含まれておらず(基本的に計算エンジンである)，利用環境はテキストファ

イルでの処理が前提となる．前章で紹介のWRFモデルも同様である． 

流体運動を表現する連続方程式と運動方程式，流体の特性を表す物理量の収支式と状態方程式を基礎

方程式とするモデルである．海域や湖沼等の環境水域を解析対象とするため，各基礎方程式は指定のコン

トロールボリュームについて体積積分した形式を採る．離散化手法として有限差分法が適用されている． 

図-2.3.3.2 SWAN実行の流れ 
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この潮流モデルは，元来，都市域雨水排除モデルの平面氾濫流を解析するモジュールとして開発され，

また，島原湾や諫早湾での潮流シミュレーションに利用・拡張されてきたこともあり，Dry Bed 上の流水

の処理も可能である．これまでのところ，流体運動の水平 2 次元解析，3 次元レベルモデル解析，解析対

象領域の空間解像度を必要に応じて変更可能な粗細格子法による解析を実行できる． 

計算の実行手順は概ねSWAN のそれに等しいが，入力データの作成と計算結果の後処理については，

GIS を併用しながら，MS-ExcelやVisualBasicで作成のGUIプログラムを使用することができる． 

高潮の解析手順については，潮流モデルを実行した後に出力結果を波浪モデルに入力する手法(または

その逆の手順)が考えられるが，時空間的に変化する波と流れとの相互作用を十分に反映させた解析とは

成り難い．そこで，マルチコア計算機での実行を前提に，各モデルによる計算をそれぞれ1コアに割り当

てて並列処理させながら，，MPI(Message Passing Interface)を使って必要な物理量の同期交換させる方法で

解析を進めることとした． 

処理の概要を示すと図-2.3.3.3のとおりである． 

計算開始後，①両モデルは所定のデータ入力を行い，②初期値を算定する．続いて，③物理量の解析

を空間方向に行い，指定の時間間隔で積分する．図中で潮流モデルと波浪モデルとで時間積分のループ数

が異なるのは計算の安定要件に起因して計算時間間隔が異なることによる．その後，④潮流モデルと波浪

モデルとの間で両モデルの計算に必要な物理量の送受信がなされる．③と④の処理が計算対象期間終了ま

で実行される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，気象条件の変化や波の発生によって生じる海水の流動は，潮流モデルによって計算される．潮

流モデルの構成を概述する． 

流体運動の支配方程式は連続方程式と運動方程式である．また，流体の密度を水温と塩化物イオン濃

度，懸濁物質濃度の関数とすることから，熱量と質量の収支式も基礎方程式としている． 

ここで，水圧を静水圧分布とした上で，海水の流動を平面2次元流としてモデル化すると連続方程式と

運動方程式は以下のとおりとなる． 
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図-2.3.3.3 並列処理のフロー 
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ここに，h：水深，u, v：x, y 軸方向の流速，q：横流入量，f：コリオリの係数，g：重力加速度，pa：大気圧，

：動粘性と渦動粘性に関わる係数，S：radiation stress， bx,y：水底面でのせん断応力， sx,y：水表面でのせん断応

力，である．なお，現在開発のモデルはレベルモデルによる3 次元解析も可能である． 

基礎方程式の離散化には explicit型の有限差分法を適用しており，時間方向にLeap-Flog法を適用し，空間方

向の差分にDonor Cell法を適用している．なお，汀線浅水部の計算では，摩擦項を implicitに取り扱った

差分化を行っている． 

境界条件は以下の通り． 

水底面：せん断応力( bx,y)をManning則で評価 

水表面：風速(Wx,y)の関数として評価する． 

22
,

2
, yxyxaaysx WWW  (2.3.4) 

ここに， a
2：水表面での抵抗係数，である． 

開境界：透過境界，または，時系列データを与える． 

高潮の数値解析は広大な海域を計算対象とする．一方で，沿岸域においては，最大潮位の空間分布や

浸水域と浸水深を詳細に把握することが求められる．このモデルでは，沿岸部周辺の微地形や臨海部の構

造物や海岸防波堤の分布をより詳細に表現するために，図-2.3.3.4 のように計算格子の空間解像度を数段

階に変化させて格子網を接続させる粗細格子法を導入している．この手法は，空間差分間隔の異なる複数

の格子網を接続させた解析形式となっており，また，各格子網領域での算定結果を相互反映させるよう物

理量の授受を行っている(2-way nesting)． 

計算作業の観点からは，計算領域の拡張と沿岸地形の詳細表現によって計算格子数が増加し，計算時

間の長大化が生じる．本解析モデルでは，近年，普及が進むメニーコアコンピュータでの計算を基本とし，

演算処理の分散化で計算時間の短縮を図っている．具体的には，MPI(Message Passing Interface)によって格

子網毎に並列処理を行っている． 
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海域 

図-2.3.3.4 細格子と粗格子の接続 
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海域で発生する波の特性は，海上の気象状態と海域形状の水平・鉛直分布，さらには潮流の時空間分

布に影響を受けて変化するため，波の解析においては，これらの変化要因を勘案した手法を採ることが望

ましい． 

ここで，数値波浪モデル(SWAN)では，計算対象領域を空間差分間隔の大きい格子で覆った(大格子領

域)上で，この大格子領域内に差分間隔の小さい格子領域(小格子領域)を設定することによって，要求され

る空間解像度に応じた解析を実現可能となっている．ただし，こうした解析の際，SWAN では，領域間

の物理量の授受は大格子領域から小格子領域への1方向渡し(1-way nesting)としていることもあり，計算処

理手続きについては，大格子領域での計算を実行完了させて全計算期間の結果をファイルに出力させた後

に，小格子領域での計算を実施することとなっている．もちろん水域内で発生する波と流れは独立した事

象ではないため，時々刻々変化する相互作用を，逐次，計算モデルに反映させる処理とすることが望まし

い．別途開発の潮流モデルでは大小の格子網領域を接続・同時計算する形式を既に採っており，SWAN

においても同様の処理に改める方が良い． 

そこで，メニーコア計算機での実行を前提として，SWAN に MPI によるプログラム処理の並列演算の

機能を実装させて大格子と小格子の各領域を同時計算する形式に変更することを試みた． 

複数個の計算領域を対象にしたSWANによる計算処理を図-2.3.3.5 (a)に示す．現状のSWANでは大格

子領域から順に計算させることになっている．図に示した例では，先に大格子の領域1の計算を実行し，

この計算終了後，出力された境界値データを入力条件として小格子(領域2)での計算を行う．処理手続き

として極めて分かりやすいが，計算を大格子側から順に完了させる必要があり，時間短縮のための改善が

望まれる．また，流れや水深の時間変化は既知量としてモデルに与えることとなっており，波と流れの相

互作用を十分に反映させているとはいい難い． 

これまでに開発を進めてきている潮流モデルでは，粗細格子法による計算の並列処理を可能としてお

り，SWANにおいても複数の格子領域を並列処理させる形式とする．そこで，図-2.3.3.5(b)に示されるよ

うに，計算機の1コアで1領域の計算を負担させ，1計算ステップ(時間差分間隔dt)毎に大格子領域で算

定された境界値データを小格子領域に入力させることとした．これらの処理変更において，SWANのオ

リジナルプログラムの書き換え，MPIの導入等を行っている． 
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図-2.3.3.5 SWANによる波浪解析の手順 
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以上の気象モデルと潮流・波浪モデルを用いて，まず，台風の接近，通過に伴う大気圧や気流の時空

間変化を数値気象モデル(WRF：Weather Research and Forecasting model)を用いて算定する．つぎに，WRF

の算定結果を海面の気象外力として，海水の流動を鉛直方向に単層とした潮流モデルと波浪モデル

(SWAN：Simulating Waves Nearshore)による計算を行い，海域の流れと潮位偏差を算定する． 

ここでは，2018(平成30)年8月末に発生し，9月初旬に本土に上陸した台風21号を計算対象とする．

計算期間は，全ての計算において，同台風の大阪湾への接近から通過までを含む2018(平成30)年9月2

日3:00～6日14:00とした．計算領域や計算の空間解像度は次項のとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 気象 

計算領域は図-2.3.3.6(a)のとおりであり，全範囲を第 1 領域として，その内部に第 2 領域と第 3 領域を

ネスティングさせている．空間差分間隔(d )は近畿・四国付近で細かくなるように設定し，各々の領域で

緯度・経度方向に一様とした上で，第1, 2, 3領域において，それぞれ2’11.35”，43.78”，14.59”とした．モ

デルに入力する気象データにはアメリカ合衆国環境予測センター作成の最終解析データを用い，陸域の地

形データは緯度・経度方向に30”間隔の全球標高データセットを用いた． 

 

2) 潮流・波浪 

計算領域は図-2.3.3.6(b)のとおりとし，気象モデルの第 3 領域内に第 1 領域を設定し，その内部に第 2

領域をネスティングさせた．空間差分間隔は第 1, 2 領域で，それぞれ dx=dy=2700m, 900m とした．海域

の標高は，日本海洋データセンターの 500m メッシュ水深データを用いて作成された．なお，後記のよう

に，WRFで算定の気象変化が報告値より早いことから，外力となる気象条件を 30分早めた計算を実施し

ている． 

 

  

        

気象 第 1 領域 
d =2’11.35” (約 8100m) 

0        500      1,000km 

0     60      120km

気象 第 3 領域 
d =43.78” (約 2700m) 

気象 第 2 領域 
d =14.59” (約 900m) 

気象 第 3 領域 潮流・波浪 第 1 領域
dx=dy=2700m 

潮流・波浪 第 2 領域
dx=dy=900m 

図-2.3.3.6 計算領域 

(a) 気象モデル (b) 潮流・波浪モデル 
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(2) 再現結果 

以下では，気象庁によって観測され，HP で公開の報告値と各モデルによる計算値とを比較する． 

 

1) 気象モデルによる計算結果 

・比較項目：大阪湾周辺の大気圧と風(ただし，関空島地点は風向・風速のみ)． 

・大気圧：時間変化を図-2.3.3.7 に示す．計算期間中の最低気圧の計算値は報告値に比して，10hPa 程

度高く，また，時間変化の始まりが 30 分程度早いが，台風の接近と通過に伴う大気圧の降

下と回復が表現されている． 
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図-2.3.3.7 海面更生気圧の時間変化 
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・風向・風速：時間変化を図-2.3.3.8 に示す．大気圧と同様に，台風に影響された風速の増加と低減が

算定される．また，9月4日に各地点の風速が5m/s以上となり，同日の風向の時間変化過程

の再現性は良い． 

・風向・風速と大気圧の空間分布：9 月 4 日 13 時相当の空間分布を図-2.3.3.9 に示す．この時刻に台風

の中心は播磨灘にあり，大阪湾の海上では南よりの風が 20m/s 以上の風速で吹く状態にある． 

 

2) 潮流モデル・波浪モデルによる計算結果 

・比較項目：大阪湾と周辺海域の沿岸における潮位偏差と波高． 

・潮位偏差：時間変化を図-2.3.3.10 に示す．図に示した港湾の潮位偏差は，大阪湾の北部側において

大きく，最大値は1.25mを超えるのに対し，南部側では小さい．計算では，各地点の最大偏

図-2.3.3.9 風速ベクトルと大気圧の空間分布 
(2018(平成30)年9 月4日13:00/右図は大阪湾周辺を拡大) 
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図-2.3.3.10 潮位偏差の時間変化 
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差を大きく算定しているが，台風の接近に応じた偏差の急増と，その後の減少過程を再現

している． 

・波高：時間変化を図-2.3.3.11 に示す．参照した地点のうち，神戸は大阪湾内にあり，小松島は湾外

(徳島県の東方海域)に位置する．各地点では，図の前半期(9 月 3 日)に波高 1m 程度の波があ

る．台風の最接近期間に観測が欠測となっているため厳密な比較はできないが，波高の急

増が算定されている． 

・空間分布：まず，潮位偏差と海水の流速の結果を図-2.3.3.12 に示す．図示した時刻には，大阪湾内

で概ね北東方向への流れが生じており，また，南部では紀伊水道からの流入が見られると

共に，北側沿岸の一部では西方への流出がある．潮位偏差は神戸市の沿岸で大きいが，最

大値の分布は，これ以降の台風の移動に応じて変化しており，最大偏差は大阪湾の北東海

域で発生している． 

つぎに，有義波の波高と向きの空間分布を図-2.3.3.13 に示す．この時の大阪湾内の波高

は東岸で低いが，南部には 5m を超える海域もある．波の向きは，大阪湾の海面上で南より

の風が吹いていたこともあり，北から北西方向となる． 
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図-2.3.3.11 有義波高と波の平均周期の時間変化 

図-2.3.3.12 潮位偏差と海水の流向の空間分布 
(2018(平成30)年9 月4日13:00) 

潮位偏差(m) 有義波高(m) 

図-2.3.3.13 波高と波の向きの空間分布 
(2018(平成30)年9 月4日13:00) 
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(3) 流れ・波と風との相関 

大阪湾と接続水域に検討を行う参照点を設定し，各点における計算結果を使って風と流れ・波との関

連性を調べる．検討の対象期間や項目等は表-2.3.3.1のとおりである． 

 

 

参照点 大阪湾内 5地点 
湾内東･西･南･北･中央 

 湾外 2地点 
湾外西･湾外南 

検討期間 計算結果の期間 
2018年9月1日3:00～6日17:00 

検討項目 気流 風速 W (m/s) 

  風向  (deg.) 

 海水の流れ 流速 U (m/s) 

  流向  (deg.) 

 波 有義波高 Hs (m) 

  波向き  (deg.) 

※ , , は東から反時計回りに測った角度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず，風速 W と流速 U，有義波高 Hs との相関を図-2.3.3.15 に示す．また，U と Hs との相関を図-

2.3.3.16に示す．これらの結果によると，U とHs はW に対して正の相関がみられるが，低風速の場合に

分布幅が大きい．また，台風接近時とみなされる風速 W=15m/s 以上の場合においては，U と Hs は W に

対して一価的な関係とはなっていない．通常，流れと波は風速の二乗値と風の水表面に作用した時間(吹

送時間・距離)に依存して発達することを考えると，参照点の陸域までの距離が台風の接近までの期間と

通過以降の期間とで異なり，吹送時間・距離に差異を生じるためである． 

つぎに，風向 と流速U，有義波高Hsとの相関を図-2.3.3.17に示す．U とHsは，台風の接近・通過に

相当する =45～135°付近で分布幅が広いことが分かる． 

最後に，風向 に対する流向 と波向き の相関を図-2.3.3.18 に示す．なお，これらの結果は，風速

W=7m/s 以上の場合のみを記している． と の相関は湾外(+印と○印)で高く，湾内で低くなる傾向にあ

る． に関しては，ばらつきはあるものの， に対する相関は に比べて高い． 

 

  

表-2.3.3.1 参照の位置，期間，項目 
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水深 (m)
■■■ >100
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■■■ > 20
■■■ > 0
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湾央 

湾内 東

湾内 南

湾外 南

湾外 西

図-2.3.3.14 計算領域の地盤高と水域の分布 
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図-2.3.3.15 風速との相関関係 
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以上より，以下に示すことが明らかとなった． 

1) 波と風との関係：波高は風速と，波向きは風向との相関が見られる．ただし，前者の関係に関しては，

台風の接近・通過期間で風向が変化することで波高が風速に対して一価関係にないことがある． 

2) 流れと風との関係：正の相関関係にあるが，波と風との関係に比べるとばらつきが大きい．計算では

海水の流動が平面2次元流としてモデル化されており，海底地形の水平分布にも影響された結果と推

察される． 
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図-2.3.3.16 流速と有義波高の相関関係 
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図-2.3.3.17 風向と流速，有義波高の相関関係 
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図-2.3.3.18 風向との相関関係 
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(4) 潮汐の考慮 

平成30年台風21号によって大阪湾内に生じた海水の流動に関する数値計算を実施し，潮位偏差や流れ

の時空間分布等の把握に努めてきた．ここでは，まず，数値モデルによる大阪湾の潮流の再現性を確認す

るために，沖合の開境界に潮位変化を含める方法を検討し，流れの空間分布について計算結果と既存の報

告との比較を行う．つぎに，台風 21 号の襲来時の湾内の流動予測について，潮位変化の導入による予測

結果への効果を調べる． 

潮流モデルと波浪モデル(SWAN)を用いて海

水の運動を計算する．いずれのモデルも海水

の運動は鉛直方向に単層として取り扱われて

いる． 

計算領域は，これまでと同様に，四国・紀

伊半島の南方海域から大阪湾を含む領域であ

り，大阪湾周辺での計算の空間解像度が高く

なるよう粗細格子法によるネスティング処理

を行っている(図-2.3.3.19)．計算期間は，台風

の襲来期間を含む2018(平成30)年9月1日3:00

～6日15:00とした． 

大阪湾で発生する潮流については，これまでに多数の研究・調査報告がある(例えば，藤原ら 2.3.7，中辻

ら2.3.8)～2.3.11)．図-2.3.3.20，図-2.3.3.21は藤原らが示した湾内の流れであり，図-2.3.3.22は海上保安庁によ

る流況図である． 

図-2.3.3.20，図-2.3.3.22によると，大阪湾の潮流は，下げ潮時に明石海峡から流入し，由良瀬戸から流

出するよう分布し，上げ潮時には流出入の関係がその逆の分布になる．流速は明石海峡から由良瀬戸にか

けて速くなり，明石海峡では上げ潮・下げ潮最強時に 4knot を超える地点も現れる．一方で，湾奥の西宮

市や大阪市の沿岸の流速は遅くなる傾向にある．湾内の流れは様々な要因で形成されるが，湾の中央部に

は図-2.3.3.21 に示される沖ノ瀬還流と呼ばれる恒流系の時計回りの流れが存在するとされている．この

環流の生成要因は潮汐に応じた流れによるものと言われる．当計算では，大阪湾内の潮流の再現性を確認

することを目的として，図-2.3.3.19 に示された開境界に潮位変化を与えた計算を実施し，流れの空間分

布について報告値と比較する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

0     60      120km

潮流・波浪 第 1 領域
dx=dy=2700m 

潮流・波浪 第 2 領域
dx=dy=900m 

開境界

図-2.3.3.19 計算領域 

由良瀬戸 
友ヶ島水道 
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友ヶ島水道 

明石 
海峡 

明石 
海峡 
 

西宮 

大阪 

淀川 

図-2.3.3.20 明石海峡東流量最強時(左)及び西流最強時(右)の流況 図-2.3.3.21 恒流系 
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開境界が沿岸に近い場所に設定された場合，潮位変化は近隣港湾の天文推算潮を基に空間内挿等で評

価することを考えるが，沖合に設定された場合には何らかの手法で推定する必要がある．ここでは，潮汐

の全球推算モデルによる計算によって開境界位置における潮位変化を求めることにした．これを[条件 1]

とする．ただし，潮位の基準面に関しては，この推算値を与えた潮流・波浪モデルの計算結果と気象庁の

推算潮位との比較から試行錯誤的に定めることにした．なお，瀬戸内海に設定された開境界に関しては，

十分な精度の推算値が得られなかったことから，松山港における気象庁の推算潮位を用いている．海面に

与える気象条件は全領域で一定(大気圧1013hPa，無風状態)とした． 

平成30年台風21号による高潮において大阪湾の主要港湾で観測された潮位変化を対象に取り上げる． 

開境界に[条件 1]で用いた潮位変化を与える[条件 2]．また，海面に与える気象条件は以前に実施した

気象モデル(WRF)による大気圧と風向・風速の時空間変化とする． 

これらの計算の条件構成を図-2.3.3.23にまとめておく． 

 

 

 

 

 

 

 

 

[条件 1]について計算から得られた大阪湾の潮位変化と流れの空間分布を図-2.3.3.24，図-2.3.3.25 に示

す．これらは，明石海峡で東流最強(9/6 10:30)，西流最強(同日 15:30)の結果である．また，潮位の参照地

点は図-2.3.3.25に示すとおりである． 

これらの時刻の結果によると，大阪湾の西部海域では下げ潮時に南下する流れが現れ，上げ潮時に北

上する流れが現れる．流速は明石海峡ならびに由良瀬戸といった狭窄部とその周辺で速く，1knot 以上と

なる．湾の中央から東部・湾奥部では 0.2knot 未満の流れとなっている．これらの結果を報告と比較する

と，湾奥での流れに差異が見られるが，流れの傾向は似ており，湾内の定性的な流れは再現されていると

考える． 

 

  

図-2.3.3.22 明石海峡東流量最強時(左)及び西流最強時(右)の流況（流速の単位：knot） 

流動計算             入力データ 

[条件 1]  潮流モデル      潮汐推算モデル 

波浪モデル 
 

[条件 2]  潮流モデル      潮汐推算モデル  気象モデル 

波浪モデル 

図-2.3.3.23 計算の構成 
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ここで恒流系との比較として，図-2.3.3.26 に 9 月 4 日 14:40 から 5 日 15:30 までの期間に算定された流

れの平均流の空間分布を示しておく．この計算結果によると，淡路島の北部東岸に時計回りの渦が現れる．

また明石海峡東部の須磨市沿岸には小規模な反時計回りの流れが生じること，湾の南部の由良瀬戸周辺に

時計・反時計回りの渦も現れることが示されている．図-2.3.3.21 と比べると，計算で算定された沖ノ瀬

環流が西寄りに位置しているが，湾奥部を除く領域の流れは概ね再現されているようである． 

次いで，[条件2]について計算結果を示す． 
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図-2.3.3.24 湾内の潮位変化 

由良瀬戸 
友ヶ島水道 

由良瀬戸 
友ヶ島水道 

明石 
海峡 

明石
海峡

潮位参照点 

潮流参照 

西宮 

大阪 

淀川 

西宮 

大阪 

淀川 

図-2.3.3.25 東流最強時(左)と西流最強時(右)の流況（流速の単位：knot） 

明石 
海峡 須磨 

図-2.3.3.26 東流最強時(左)と西流最強時(右)の流況（流速の単位：knot） 
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まず，大阪湾内の主要港湾における潮位と潮位偏差について，計算結果と気象庁の報告値を図-2.3.3.27，

図-2.3.3.28 に示す．計算対象期間の潮位変化には日潮不等が観測されており，また，台風の襲来時はほ

ぼ満潮時に相当することがわかる．計算結果は計算期間中の潮差を大きく評価する傾向があるものの，各

港湾で観測された潮位変化を良好に再現している．潮位の偏差についても台風の接近期間中の急激な増減

と最大値，さらに台風通過後の周期的な変化が表現されている． 
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図-2.3.3.27 潮位の時間変化 図-2.3.3.28 潮位偏差の時間変化 
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つぎに，有義波高の計算結果と気象庁の報告値を図-2.3.3.29に示す．計算結果には，波高が台風の接

近時に急増し，通過後に低減することが示されている．報告値と比較すると，波高の最大値は欠測のため

比較できないが，波高の増減過程は妥当に算定されていると考える．台風が大阪湾に最接近した頃の潮流

と波高の空間分布を図-2.3.3.30，図-2.3.3.31に示す．表示した時刻の流れは湾の南部から北部と湾奥へ

と向いて分布おり，潮位は湾奥側で高い．波高については，由良瀬戸から侵入した波高の高い波が湾内に

広がる様子が見られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に，(2)で述べた開境界に潮位変化を含めない場合の結果との比較を簡単に述べておく(これを[条件

0]と称す)．潮位の偏差は，[条件 0]においても最高偏差の発生時刻が十分な精度で再現されていたが，[条

件 2]においても良い精度で算定されており，最高値の結果は[条件 0]に比べて報告値との差が小さくなっ

ている．一方，海水の流向に関しては，接続水域の播磨灘や友ヶ島水道において，また，大阪湾内では湾

奥部において流向の異なる水域が見られる．波高・波向きについては条件の違いによる差は大きくない．

これは，波の変化に海水の流向・流速と水深が関与するものの，主たる消長要因が風であり，風に関する

計算条件が同一であるためと考えられる． 

以上より，平成 30 年台風 21 号による大阪湾内の高潮(海水の流動)のモデル解析について，数値モデル

の妥当性を既存の報告との比較から検討した．また，開境界に潮位変化を含める方法を検討し，計算条件

の妥当性の向上を図った．得られた結果を以下に結果をまとめる． 

1) 数値モデルによる大阪湾内の潮流の再現性については，定性的な比較に留まったが，湾内に現れる

潮流の傾向を計算できている．なお，恒流系の流れとして存在する湾奥の流れや沖ノ瀬環流等の再

現には至っていない．恒流の一部は淀川等からの淡水流入に起因して発生するといわれており，そ

の表現には計算条件やモデルの構成について再考・改善の余地があると考える． 

2) 台風 21 号の襲来時の大阪湾内の流動に関しては，開境界に潮位変化を含めることで潮位偏差の算定

値に精度の向上が見られた． 

 

  

図-2.3.3.30 潮位と潮流の流向の空間分布 
(2018(平成30)年9 月4日13:30) 

図-2.3.3.31 波高と波の向きの空間分布 
(2018(平成30)年9 月4日13:00) 
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2.3.4 船舶の漂流解析に向けた取組み 

前項にて検討した結果に基づき，風向，風速，潮流の向きや流速，波浪の波高と向きを外力条件とし

て，船舶の漂流解析を試みている． 

なお，本研究は研究途上の状況であることから，本報告書では概要を述べるに留める． 

 

(1) 再現の方法 

台風，高潮等の自然災害において，船舶やコンテナ等の漂流挙動や，既設構造物等への衝突力を予

測，または把握を可能とすることを目的としており，そのためのツールを開発，検証が必要である． 

本研究では，三次元流体解析の汎用ソフトOpenFOAMを用いて，既存の多機能ソルバを拡張すること

で油タンカーの漂流の再現を試みる． 

OpenFOAMの基礎方程式は，式(2.3.5)に示される連続式，式(2.3.6)に示される3次元非圧縮流れの

Navier-Stokes方程式，式(2.3.7)に示されるVOF法の移流方程式からなる． 

0U  (2.3.5) 

s

U
UU p g f

t
 (2.3.6) 

1 0c cU U
t

 (2.3.7) 

ここに，U ：流速ベクトル 

 ρ ：密度 

 p※ ：擬似動圧 

 τ ：粘性応力テンソル 

 g ：重力加速度 

 fs ：表面張力 

 α ：流体の占有堆積率（VOF関数） 

 Uc ：相対流速ベクトル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図-2.3.4.1 開発ツールOpenFOAM の概要 
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OpenFOAM の概要を図-2.3.4.1に示すが，OpenFOAM はオブジェクト指向言語C++で開発されてお

り，ソースコードのカスタマイズも容易とされている． 

例えば，質量保存式の非定常状態の式 0
p

u
t

はOpenFOAMでは式(2.3.8)のような記述式と

なる． 

solve fvm::ddt +fvc::div * ==0rho rho U  (2.3.8) 

ここで，rho は密度，Uは速度，ddtは偏微分記号 / t ，divは ，fvm::は陰解法，fvc::は陽解法を示

す．このことからもわかるように，OpenFOAMは自然言語に近い書き方をしているのが特徴である． 

図-2.3.4.2にOpenFOAMの使用に関する概要と開発項目を示す．基本的には多層流体，粒子追跡解析

等のソルバーを選択し，同図に示すように計算を制御する流れであるが，本解析では風力と波漂流力を外

力条件とした漂流物の大規模移動を解く問題であることから，移動メッシュ機能の実装，境界条件におけ

る外境界への波浪造波導入と内境界での移動境界の実装が開発項目となる． 

漂流解析のための移動境界の開発においては，図示のように3つの境界があるなかで，②internalFieldni

対して移動境界の機能を追加し，風および水中における船舶の移動を試みる． 

OpenFOAMはオープンソースであることから，移動境界に関するライブラリの開発は，世界中の大学

や研究機関で行われているが，今回のように大規模移動問題への適用性は，検証が必要となる． 

検証にあたっては，以下に示す3つのStepを踏むこととした． 

Step1：移動メッシュ機能の実装 

Step2：波浪モデルのwave2Foamの造波機能実装 

Step3：漂流解析のための移動境界の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

漂流解析ための移動境界の開発
メッシュモデルの設定と⽣成

物性値の設定

重⼒の設定

層流・各種乱流モデルの設定

境界条件の設定と作成

離散化スキームの設定

代数⽅程式ソルバーの設定

圧⼒-速度連成⼿法の設定

計算の制御の設定

ソルバーの選択

②internalField
内部フィールド

③GeometricField
幾何学的フィールド

①boundaryField
境界フィールド

②internalFieldに対し、移動境界の機能を追加し、⾵および⽔中、
漂流物、船舶など移動を試みる。各境界のフィールドタイプ
速度Uを保存するためのvolVectorField
圧⼒場Pに対するvolScalarField
流束phiを扱うsurfaceScalarField

多相流体、燃焼解析、熱輸送解析、粒⼦追跡解析等

３つの境界

移動メッシュ機能の実装

外境界：波浪造波導⼊
内境界：移動境界開発

波浪造波機能の実装

図-2.3.4.2 OpenFOAM の使用概要と開発項目 
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(2) Step1：移動メッシュ機能の実装 

メッシュの移動には，剛体メッシュ移動とメッシュ変形がある． 

剛体メッシュ移動は，メッシュの並進移動(図-2.3.4.3)や回転移動(図-2.3.4.4)，およびこれらの組合せを

含んでいる．この移動は，物体の運動をモデル化した常微分方程式の解と指定，もしくは計算されること

で行われる． 

メッシュ変形は，メッシュのトポロジー的な変更であり，メッシュ境界から流れる領域の内部へ変位

を分布させることで行われる．変位の分布は，代数的な補完法や，点の変位や速度に関する輸送方程式の

解法など，さまざまな方法を用いて行われる(図-2.3.4.5)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-2.3.4.3 メッシュの並進移動 

図-2.3.4.4 メッシュの回転移動 

図-2.3.4.5 トポロジーの変化をともなメッシュ変形（リメッシュ機能） 
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漂流計算のためのメッシュ移動のクラス，solidBodyMotionFvMesh を実装して，並進移動のベクトルと

回転移動のquaternionの組合せで移動を定義する．また，septernionを用いることで，乗算の組合せであ

るベクトル変換操作により，各点を移動させることが可能となる． 

移動の基底クラスは，solidBodyMotionFunctionを用いて様々な移動が定義可能となる(図-2.3.4.6)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) Step2：波浪モデルのWeve2Foamの造波機能実装 

台風・高潮に伴い，錨泊中の船舶に影響を及ぼす波浪モデルには，wave2Foamの造波機能を実装す

る．wave2Foamは，自由表面の波を生成，ならびに境界を等価するためのるツールボックスであり，多

種の造波が可能となる．ここでは海洋における面的な不規則波を再現することに適当なものとして，ライ

ブラリ中の非線形分散プテンシャルに基づく次数差分モデルであるOpenWave3D を用いることとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-2.3.4.6 solidBodyMotionFunctionno 代表的な移動関数 

図-2.3.4.7 OceanWave3Dの造波例 
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(4) Step3：漂流解析のための移動境界の開発 

船舶の漂流現象を再現するため，移動メッシュの定義に基づく以下の3つの移動境界を設定する． 

①油タンカー（放流物）を「剛体の移動境界」とみなす． 

②油タンカー周りのメッシュは，「変形可能なメッシュ変形境界」とする． 

③油タンカーの広範囲な移動を考慮し，「メッシュのトポロジー的な変更（リメッシュ機能）」を実装

する． 

 

1) 漂流解析のための剛体の移動境界のクラス選定 

剛体の移動境界は，移動メッシュと共通の基底クラス solidBodyMotionFunctionを使用する．移動関数

は，並進移動のベクトルと回転移動の組合せであるquaternion 四元数を用いる． 

移動境界のタイプは以下の通り． 

①Translational motions 

  linearMotion : 等速直線運動 

  oscillatingLinearMotion : 往復直線運動 

②Rotational motions 

  rotatingMotion : 等速円運動 

  axisRotationMotion :等速円運動 

  oscillatingRotatingMotion : 揺動運動 

③Ship Design Analysis 

  SDA：図-2.3.4.8に示す３つ運動を組み合わせた運動 

④ Tabulated data 

  tabulated6DoFMotion：各時刻歴を指定 

⑤Combination of above types 

  multiMotion：上記の複数の運動を組合わせた運動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図-2.3.4.8 船舶の躯体運動 
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2) 漂流解析のための変形可能なメッシュ変形境界のクラス選定 

油タンカー周りのメッシュの変形移動については，dynamicMotionSolverFvMesh（ラプラス方程式の解

法を用いた）を実装し，油タンカーの移動は，移動の境界条件で記述する．移動の境界条件は，速度や変

位についての陽関数として与えるか，あるいは外部データを基に計算された流体力を与える． 

図-2.3.4.10にStep2の波浪造波と自由漂流計算を組み合わせたソルバのテスト結果を示す．波浪による

海面の不規則な波による船舶の揺動に伴い，船底の水圧分布に変化が生じていることが確認できる． 

このことから，喫水部の潮流による波漂流力は，波浪による揺動も含めて再現が可能であると考えら

れる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 漂流解析のためのメッシュのトポロジー変更クラスの導入 

前述の境界メッシュ変形は，セルフェイス間の角度や隣接するセルのサイズ比を著しく変化させるた

め，メッシュ品質の極端な悪化を引き起こす可能性がある．隣接するセルのサイズ比の増大やフェイス角

度のゆがみによるメッシュの非直交性の増大によって補間誤差が生じ，セルが歪め，結果としてメッシュ

が崩れ計算が止まる現象に陥る．この問題を排除するには，メッシュ変形は，メッシュのトポロジー変更

と組み合わせるdynamicTopoFvMeshライブラリを実装する． 

 

 

 

 

 

  

図-2.3.4.9 dynamicMotionSolverFvMeshの実装 

図-2.3.4.10 波浪造波と自由漂流計算を組み合わせたソルバのテスト結果 

(a) Time：3.0sec (b) Time：11.2sec 

図-2.3.4.11 境界メッシュ変形におけるメッシュ品質の悪化 
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(6) 油タンカーの漂流解析 

油タンカーの漂流解析に際して，作用として風入射と波浪・潮流入射，抵抗としての油タンカーの係

駐力，加えて漂流移動を同じソルバで解析を実行して，漂流移動を再現することが理想型である． 

しかしながら，風に伴う境界移動は，まだ開発段階であることに加え，内部コントロール（主機によ

るプロペラ推進力と錨鎖の状況による係駐力の時刻歴分布）が不明であることから，この理想型の実現は

現段階では困難と考える． 

そこで，現実的に再現が可能な代替案として，問題を分割して並列計算することとした．実施要領は

以下の通りである． 

①タンカーを固定として，風の流体解析でWRFで推定した風速（風力）から，タンカーに作用する外力

を求める． 

②タンカー周辺のみメッシュ移動可能とし，波浪解析で波力を計算する． 

③上記①と②から得られた外力と，プロペラ推進力・係駐力を時刻歴に合成して，メッシュ移動ソルバで

タンカーの移動方向と範囲を再現する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-2.3.4.12 解析領域の設定とメッシュモデル 
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(5) 漂流解析の課題 

リメッシュ機能の導入以外，剛体メッシュ移動・メッシュ変形による移動境界のソルバ構築と実装テ

ストはほぼ完了できたと考える．今後応用について，下記の課題について，解決する必要がある． 

 

A) 台風時の波浪による解析エラーの解消 → 漂流現象の確認 

B) 風解析で大きいな風速を受けときの収束エラーを解消する 

C) 風力と波力の解析からタンカーに作用する外力の推定し，構築したメッシュ移動機能を用いて，

タンカーの移動方向と範囲を再現する． 

 

2.3.5 まとめ 

台風によって発生する高潮と波浪に対する対策を講じるために被害発生のメカニズムを理解すること

を目的としており，前段検討として，気象擾乱の発生による被害予測の可否を確認するために，平成 30

年台風 21 号を対照として，気象・海象の再現と，船舶の漂流状況の再現を目的とする解析コードの開発

を実施した． 

気象状況と海象の再現では以下に示す知見が得られた． 

1) 数値モデルによる大阪湾内の潮流の再現性については，定性的な比較に留まったが，湾内に現れる

潮流の傾向を計算できている．なお，恒流系の流れとして存在する湾奥の流れや沖ノ瀬環流等の再

現には至っていない．恒流の一部は淀川等からの淡水流入に起因して発生するといわれており，そ

の表現には計算条件やモデルの構成について再考・改善の余地があると考える． 

2) 台風 21 号の襲来時の大阪湾内の流動に関しては，開境界に潮位変化を含めることで潮位偏差の算定

値に精度の向上が見られた． 

3) 波と風との関係：波高は風速と，波向きは風向との相関が見られる．ただし，前者の関係に関して

は，台風の接近・通過期間で風向が変化することで波高が風速に対して一価関係にないことがある． 

  

図-2.3.4.13 入射条件の設定 
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4) 流れと風との関係：正の相関関係にあるが，波と風との関係に比べるとばらつきが大きい．計算で

は海水の流動が平面 2 次元流としてモデル化されており，海底地形の水平分布にも影響された結果

と推察される． 

また，船舶の漂流解析に向けた取り込みでは，気象状況と海象の再現では，リメッシュ機能の導入以

外，剛体メッシュ移動・メッシュ変形による移動境界のソルバ構築と実装テストはほぼ完了できたと考え

る．今後応用について，前述の課題について解決する必要がある． 
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第 3 章 鋼桁橋の横荷重に対する抵抗メカニズムに関する一考察 

 

3.1 はじめに 

近年，日本をはじめ，世界各地における地震被害は深刻なものとなりつつあり，地震によって引き起

こされる津波による被害も数多く報告されている 3.1，3.2)．今後発生が予想されている南海トラフ地震にお

いても，地震による被害とあわせて，それにより発生する津波による道路や橋梁などのライフラインへの

影響も懸念される． 

地震力に対する設計は，支承部や橋脚，基礎などの下部構造に対しては動的解析などが行われるケー

スもあるが，鋼桁等の上部構造に対しては地震力を静的な外力に換算して照査されるケースが多い．地震

力や，地震力と同様に橋軸直角方向に作用する風荷重に対しての設計は，トラス構造として簡単なモデル

化を行い，構成する部材（対傾構・横構）に生じる断面力を算出して照査している．従前より対傾構・横

構の設計に際しては，対傾構上弦材と下弦材に橋軸直角方向の外力が 1/2 ずつ作用するものと仮定する手

法が用いられてきたが，この分担比率について異なる結果を示す研究成果も示されている 3.3)．また，表

面力としての風荷重と物体力としての地震荷重に対しても同じ分担比率が用いられている点についても疑

問が残る．橋梁に対する津波作用力については，各機関で実験や数値解析がさかんに実施されているもの

の 3.4，3.5)，いまだ対津波設計手法は確立されていないのが現状である 3.6)． 

平成 29 年版日本道路橋示方書（以下，道示）3.7)においては，鋼桁とコンクリート床版などとの合成作用

を適切に考慮することが求められており，地震時の作用力（慣性力）が増加することが想定され，これま

でと同様の考え方であれば，単純に部材断面を大きくする必要があり，鋼橋には不利となる．そのため，

津波作用力や地震力などのような橋軸直角方向に対する橋梁の挙動や発生部材力をより詳細に把握するこ

とにより，合理的な設計法を目指す必要があると考える． 

本検討では単純合成桁を例として解析モデルを作成し，水平方向の津波作用力および地震力を想定し

た横荷重を載荷し有限要素解析を行った．各支承における支点反力を比較することで荷重の分担状況，各

支承における負担差を把握し，橋梁を構成する2次部材（対傾構・横構）の部材力を算出し比較すること

により，外力への抵抗機構について検討した．これらの結果より，対傾構・横構などの2次部材の設計法

が提案できないか検討した． 

既往の研究では風荷重および地震荷重で2次部材に生じる部材力や省略の可能性について検討がなされ

たが，本研究では従来検討されていなかった水平方向の津波作用力を作用させたほか，2 次部材に生じる

部材力だけでなく支点反力についても検討を行った点や，主桁数の異なる複数の橋梁モデルを扱い，比

較・検討を行い傾向の把握，設計手法の提案を行った点が新規性，有益な点として挙げられる． 

津波に対しては上部構造よりも橋脚や支承の耐荷力も重要であることは確かであるが，これらの下部

構造に力を伝達するのは上部構造であり，支承や橋脚に作用する力は上部構造の耐荷力とも無関係とは言

えず，上部構造の耐荷力を評価する必要はあると考える．また，橋脚や支承の設計思想にもよるが，橋脚

や支承を強固なものに改修・補強する場合には，本研究の検討も有益な情報を与えるものと考える．  
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3.2 解析概要 

数値解析には汎用有限要素解析ソフトMSC Marc 2016 3.8)を用いた． 

 

3.2.1 解析モデル 

本研究では桁長 33.8(m)の単純活荷重合成 I 桁橋をモデル化した．本研究では「合成桁の設計例と解説

3.9」」を参考にした4主桁橋モデル（以下，Aモデル），主桁数の異なる3主桁橋モデル（以下，B モデル），

6 主桁橋モデル（以下，C モデル）の計 3 種類の橋梁を用いる．A モデル設計条件を表-2.1.1，一般寸法

図を図-2.1.1，橋梁を構成する各部材の名称および位置を示した解析モデル図を図-2.1.2 に示す．なお，

B および C モデルにおいても 2 次部材の配置は A モデルにならって設置しており，各モデルの横構の配

置は図-2.1.2~2.1.4の通りである．使用する鋼材は SM490Y，SM400，SS400（形鋼）であり，床版には

鉄筋コンクリートを使用する．材料特性を表-2.1.2，桁断面寸法ならびに補剛材断面寸法を表-2.1.3，表

-2.1.4，解析上の使用要素の種類を表-2.1.5 に示す．なお，主桁上フランジと床版とは完全合成されて

いるものとした． 

 

表-2.1.1 Aモデル設計条件 

 

 

図-2.1.1 Aモデル一般寸法図 3.9) 

橋梁形式

橋長

桁長

支間長

総幅員

支承条件

床版

主要鋼材

単純活荷重合成I桁橋

SM490Y，SM400，SS400（形鋼）

鉄筋コンクリート床版厚　t=220 mm

A1=固定支承　A2=可動支承

9.700 m

33.000 m

34.000 m

33.800 m
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図-2.1.2 各部材の名称および位置 

 

 
図-2.1.3 Aモデル2次部材配置 

 

 

図-2.1.4 B モデル2 次部材配置 

 

 
図-2.1.5 Cモデル2 次部材配置 

 

 

表-2.1.2 材料特性 

 

 

 

 

 

材料 SM490Y SM400 SS400 鉄筋コンクリート

部材 主桁 横桁・補剛材 横構・中間対傾構 床版

ヤング係数(N/mm
2
) 3.1×10

4

ポアソン比 0.2

2.0×10
5

0.3
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表-2.1.3 桁断面寸法 

 
 

表-2.1.4 補剛材断面寸法 

 
 

表-2.1.5 使用要素の種類 

 

 

3.2.2 境界条件 

本橋梁モデルは単径間であるため，解析モデルの境界条件は表-2.2.1 のように与えた．固定支承は全

方向の変位を拘束した3軸固定ピン支承，可動支承は橋軸直角方向と鉛直方向の変位を拘束したローラー

支承とした． 

 

表-2.2.1 境界条件 

 

 

 

3.2.3 荷重載荷条件 

荷重は津波荷重と地震荷重の2種類を想定し，橋軸直角方向に載荷する．津波荷重は鋼橋の津波対策と

して中央防災会議が公表している南海トラフ地震津波をもとに計算された最大抗力結果 3.10)を図-2.1.1 の

G4 桁ウェブ面に，地震荷重はすべての部材に重力加速度（9.81m/s2）を橋軸直角方向（図-2.1.2 中 Y 軸

正方向から負方向）に与えて再現した．本検討では，橋梁の瞬間的な挙動を把握するため塑性は考慮せず，

線形弾性解析のみ実施し，支点反力の確認，部材力の分布および設計計算との比較に主眼を置いた．津波

外力については鉛直方向の外力も発生することは知られているが，地震荷重との比較を行うために本研究

では考慮しなかった．設計荷重では重力加速度を超えた荷重を想定することもあるが，ここでは部材力な

どの分担比率を検討するために単位荷重として与えている．それ以外の荷重強度の際には，線形挙動の範

囲では比例的に増減すれば良いと考えた． 

上フランジ

ウェブ

下フランジ

端横桁(SM400) 荷重分配横桁(SM400)

220 × 10

1450 × 9

220 × 10

240 × 12

1280 × 9

240 × 12

主桁(SM490Y)

310 × 22

1700 × 9

550 × 32

水平補剛材(SM400) 垂直補剛材(SM400)

100 × 9 × 1350 110 × 9 × 1700

部材 要素の種類

主桁・横桁・補剛材 シェル要素

床版 ソリッド要素

横構・中間対傾構 トラス要素

スタッド 中実断面梁要素

X Y Z RX RY RZ

固定 Fix. Fix. Fix. Mov. Mov. Mov.

可動 Mov. Fix. Fix. Mov. Mov. Mov.

変位 回転
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表-2.3.1に本研究で与える津波荷重および地震荷重の値を示す． 

 

表-2.3.1 水平荷重 

 

 

3.2.4 解析検討対象一覧 

A モデルに関して各部材を省略することにより 10 種類の解析モデルを想定し，支点反力の比較を行い，

なかでも変化が大きかった4つのモデルについて検討を行う．合成桁を研究対象としているが，主桁のみ

で鉛直荷重による断面力に抵抗するものとして設計される非合成桁も存在することから，各部材の荷重伝

達機構や橋全体への影響，支点反力の違いを確認するため，2 次部材以外にも床版を省略したパターンも

設定した．部材を有する場合を黒丸，有していない場合を空欄とし，表-2.4.1 に解析検討対象一覧を示

す．なお，地震荷重は橋梁全体に載荷しているが，(4)のモデルでは床版を有していないため与える外力

の値に差が生じる．そのため(4)のモデルでは床版に作用する分の荷重は集中荷重に置き換え，主桁のウ

ェブと上フランジとの接合節点に載荷した．また，B モデル・C モデルについては部材の欠損を与えず，

A モデルのケース(1)と比較することで橋梁形式の変化による支点反力，部材力の変化について検討する． 

 

表-2.4.1 解析検討対象一覧 

 

 

また，Aモデルについて，桁端部の横構では設計計算において断面力が大きくなることから，断面積を

大きくする工夫がなされている．横構の部材剛性の違いを確認するため断面積を全て統一したモデル

（A’モデル）を作成し，部材力の違いの確認を行った．図-2.4.1および表-2.4.2に部材断面の変化につ

いて示す．なお，B・C モデルについては断面積を1980mm2に統一したモデルのみを扱う． 

津波 地震

Aモデル 4927 kN  2194 kN

Bモデル 4927 kN 1622 kN

Cモデル 4927 kN 3658 kN

床版 端横桁 横構

(1) ● ● ●
(2) ● ●
(3) ● ●
(4) ● ●
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図-2.4.1 部材断面変化 

 

表-2.4.2 部材断面変化 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Aモデル A'モデル

① 2600mm
2

1980mm
2

② 1980mm
2

1980mm
2
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3.3 解析結果および考察 

3.3.1 支点反力の比較 

 A モデルでの各荷重を与えた時の支点反力結果を図-3.1.1～3.1.4 に示す．図の縦軸が水平力分担率ま

たは鉛直力を，横軸が支承の種別と(1)～(4)のモデルケースを示し，縦棒グラフの中で各支承が占める割

合を色分けして評価している．支承の番号は主桁の番号と対応しており，荷重載荷側から見て支承 4，3，

2，1と並んでいる．以下，図中では固定支承をFix，可動支承をMovと表記する． 

 
図-3.1.1 水平力分担率（津波） 

 

図-3.1.2 水平力分担率（地震） 

 

図-3.1.3 死荷重反力+鉛直方向支点反力（津波） 
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図-3.1.4 死荷重反力+鉛直方向支点反力（地震） 

 

水平力については橋梁に働く全水平力と算出した分担率との積により，各支承に働く力を計算するこ

とができ，また固定・可動側の4つの支承について積み上げてグラフ化しているため，縦軸（分担率）が

0.5 を上回った側で（4 つの支承の合計値で）多く外力を負担したと評価できる．鉛直方向の支点反力に

ついては死荷重反力と横荷重載荷により生じた反力との和で評価する．鉛直力に関しては A モデルにお

いてすべての支承で上向きの反力が生じている．横荷重載荷では荷重載荷側である支承4にて下向きの反

力が生じるものの，死荷重による上向き反力が上回り，結果的に上向き反力となるが，他の支承と比較し

て鉛直力はその分小さくなっている．本研究では津波荷重は橋軸直角方向力のみで検討を行っているが，

実際には鉛直力も存在する．そのため津波による上向きの波力を受けた際，荷重載荷側の支承4では鉛直

方向の支点反力は負となり，浮き上がりなどの現象が起きる可能性があるため注意が必要である． 

部材の省略を考えない(1)において，津波時では可動側が，地震時では固定側の負担が大きくなってい

る．水平力分担率に着目すると津波時では支承2と4，地震時では内桁（支承2，3）の分担率が大きい．

鉛直力については津波時地震時ともに支承1にて大きな反力が生じ，地震時での外桁と内桁との値の差が

大きくなっている．津波時，地震時ともに端横桁を省略した(3)および床版を省略した(4)で固定側の水平

力分担率が急激に上昇する．また，鉛直力に関して(1)と(4)を比較した際，(4)で支承4の上向き反力が小

さくなり（津波荷重載荷によって支承に生じる下向き反力が大きくなっている），合成桁の床版による荷

重抵抗を無視した場合，水平力と同様に荷重載荷側での負担が大きくなるという傾向の変化が見受けられ

る． 

A モデルでは横構の組み方は前章の図-2.1.2 および図-3.1.5 の通り，支承 3 付近にはつながっていな

いという特徴がある．各モデルを比較したところ，(1)の津波時では桁のみに力が作用していることによ

り，荷重載荷側の支承4および桁に作用した津波作用力が横構を通じて伝達された結果，横構とつながる

支承2での負担が大きくなったと考えられる．一方で地震時では床版を含めすべての部材に地震力が作用

しているという荷重載荷方法の違いが挙げられ，内桁に作用した地震力を分散させる部材が少ないことが

支承 2，3 で分担率が大きくなった原因として考えられる．(3)のモデルでは支承 3 の分担率の極端な低下

が見受けられるが，端横桁の省略による剛性の低下および横構が支承3につながっていないことによる内

桁付近の 2 次部材構造の違いが変化の原因である．(1)，(3)，(4)の比較から，端横桁と床版が横荷重に抵

抗するうえで大きな影響を与え，荷重を分担，伝達する支配的要因となっていると考えられ，特に床版の

横荷重伝達機能は鉛直方向の支点反力の値に顕著に表れており，地震時での外桁と内桁との値の差が大き

くなった原因であると考えられる．これらの結果から，非合成桁橋および橋梁が被災し端横桁が欠損した
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場合は固定支承に（津波・地震時ともに），横構が欠損した場合は可動支承に（津波時）負担が偏り，支

承の耐力を超過した際は支承破壊につながる可能性があることが読み取れる． 

 

図-3.1.5 桁端部の構造 

 

鉛直力に関して，橋梁断面の中央を軸に水平荷重によるモーメントを理論的に考慮したとき，外桁の

支承 1，4 で大きな鉛直力が作用する．例として，津波時の場合，ウェブ面全体に作用する津波作用力

4927kN を集中荷重に置き換えたものをウェブ高さ半分の位置に作用させて計算すると，外桁で±493kN，

内桁に±193kN（固定側・可動側合算）と算出できる．図-3.1.6に鉛直力理論値として，津波作用力を与

えた時に生じる鉛直力および生じた鉛直力と死荷重との和を示す． 

 

図-3.1.6 鉛直力理論値 

 

津波時では理論値と解析値との間で，各支承同士の鉛直力の差は小さくなっていることから，床版の

抵抗作用の影響で理論値と差異が生じたと考えられる．一方で地震時の場合，床版が橋梁の全重量の約

80%を占めており，床版への作用力が大きくなる．床版は慣性力により橋軸直角方向に動こうとするが，

支承は橋軸直角方向には動かないという境界条件の関係および外桁でのモーメント作用が大きくなること

が影響し，結果的に支承 1，4 での鉛直方向支点反力が大きくなり，死荷重との和により相殺され，支承

4では鉛直力は小さくなったものと考えられる． 

横構の有無に関して(1)，(2)のモデルを比較すると，水平力分担率で見ると津波時地震時ともに差が最

大で 1.4%，鉛直力については津波時では各支承でそれぞれ 30～67kN の増減があるものの，地震時では 9

～19kN の増減でとどまっている．そのため，少なくとも地震時においては横構の横荷重抵抗への寄与度

は端横桁・床版と比較して少ないといえるが，主桁の形状保持には少なくとも寄与していると考えられる．  

 続いてBモデル，Cモデルの支点反力結果を図-3.1.7～3.1.10に示す．こちらも図-3.1.1～3.1.4と同

様，図の縦軸が水平力分担率または鉛直力（死荷重反力との和）を，横軸が支承と荷重の種別を示し，縦
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棒グラフの中で各支承が占める割合を色分けして評価している．支承の番号は荷重載荷側から見て B モ

デルは支承3～1，C モデルは6～1と並んでいる． 

 

図-3.1.7 B モデル水平力分担率 

 

図-3.1.8 Cモデル水平力分担率 

 

図-3.1.9 B モデル死荷重反力+鉛直方向支点反力 
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図-3.1.10 Cモデル死荷重反力+鉛直方向支点反力 

 

B モデル・C モデル共通して水平力は津波時では可動側，地震時では固定側の負担が大きくなっており，

地震時では内桁の分担率が高いという A モデルと同様の傾向が見られる．鉛直力に関しても同様に，死

荷重との和において外桁で鉛直反力が小さくなっている． 

Bモデルに関して，水平力については津波時では荷重載荷側での分担率が高くなり，地震時では内桁の

支承2で分担率が上昇する．鉛直力については支承3の値が極めて低くなっている．Aモデルと同様に外

桁でのモーメント作用およびA モデルと比較した際の剛性の低下が原因として考えられる． 

C モデルに関して，津波時で水平力分担率については荷重載荷側で負担が大きくなっているが，C モデ

ルではその傾向がより顕著に表れている．鉛直力については津波時での固定側において荷重載荷側におけ

る支承 6 の鉛直力の値が他の支承と比べて大きい点が A モデルと異なっている．桁に作用した津波作用

力に対して荷重載荷側で抵抗する作用と，主桁数および2次部材の増加に伴う剛性の増加が影響したこと

が原因として考えられる．本研究では桁長 33m 程度の橋梁を対象としているが，桁長や桁の変形が分担

率に影響を及ぼす可能性がある．剛性の増加により鉛直方向の負反力が小さくなり，死荷重反力との和で

評価した際に支承6の鉛直力の値が大きくなったものと考えられる．図-3.1.11にA モデルとの比較とし

て鉛直方向変位図（津波）を示す．図-3.1.11 では各モデルを荷重載荷方向斜め下から見上げているため，

床版および桁の変位を同時に確認できる．第 2 章の図-2.1.2のZ 方向を正として 10 段階で色分けしてお

り，黄色は12.5～16.1mm，青色は-19.5～-15.9mmの変位となっている． 

  

 

図-3.1.11 AモデルおよびCモデルにおける鉛直方向変位（津波） 
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C モデルはAモデルと比較した際，主桁数が増えたことなどにより橋全体の剛性，特にねじれ剛性が

大きくなり荷重載荷側の端部以外は剛体的な変形となっていることが図-3.1.11より確認できるため，鉛

直力はA モデルに比べ均等に近い分担となったものと考えられる．地震時では主桁数や床版幅などが増

えた影響により地震力も増えているが，ねじれ剛性の増加に伴い比較的均等に支点反力が生じたものと考

えられる． 

 

3.3.2 中間対傾構部材力分布と外力の違いによる比較 

横荷重に対し横構や主桁と一体となる平面トラス系を形成する中間対傾構の横荷重により生じる影響

を確認し，検討を行った．従前より中間対傾構は設計計算において，荷重は主桁間隔数の対傾構で均等に

分担され，上弦材と下弦材で 1/2 ずつ負担されるものと仮定されてきた．現行道示版設計例（以下，現行

設計例）3.11)では，床版で3/4，下弦材で1/4の負担が提案されたが，平成29年道路橋示方書に基づく道路

橋の設計計算例（以下，道路協会設計例）3.12)では床版で 3/4，下弦材で 1/4 から上弦材と下弦材で 1/2 ず

つ負担する手法に再度変更されるなど，未だに分担比率については確定していない．また，どのようなケ

ースでも適用可能なのか，などについても明確になっていない． 

本研究で対象としている橋梁においては，中間対傾構は図-3.2.1 に示すように 4 ブロック配置されて

いる． 

 

図-3.2.1 中間対傾構配置 

 

中間対傾構に生じる部材力を算出し，荷重ごとに生じる圧縮力が最大となるブロックで比較検討を行

う．図-3.2.2 に中間対傾構の部材番号を示し，津波時および地震時の中間対傾構の部材力分布図に関し

て，赤線を圧縮力，青線を引張力として図-3.2.3 および図-3.2.4 に示す．荷重は図の右側から左側に向

かって載荷されている．また，得られた部材力を無次元化するために，各部材力を対傾構間隔に作用する

横荷重の合計（津波時 802kN，地震時 357kN）で除して比較したものを表-3.2.1 に示す．これらの値は

外力の合計をウェブ面積で除して単位面積あたりに換算，対傾構間隔のウェブ面積を乗じて算出した． 

 

 

図-3.2.2 部材番号 
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図-3.2.3 部材力分布（津波）         図-3.2.4 部材力分布（地震） 

表-3.2.1 Aモデル部材力 

 

 

解析結果より，津波時は支間中央寄りのブロック 2，地震時は端部寄りのブロック 4 にて中間対傾構に

生じる圧縮力が最大となる部材が見られたほか，全体を通して上弦材と比べて下弦材に生じる力が大きい

という傾向が見られた．津波時では上下弦材に圧縮力，斜材は圧縮力と引張力が交互に作用し，荷重載荷

側に向かうにつれ生じる力が大きいという傾向が見られる．それに対し，地震時では引張力が作用する上

下弦材もあり，津波時との部材力分布に違いが見られるほか，全体的に部材力が小さくなっている． 

 表-3.2.1 に示す無次元化値より，津波時で最大圧縮力が生じるブロック 2 では図-3.2.2 中の L6 部材

（下弦材）に対傾構間隔に作用する横荷重の30%相当の圧縮力が作用しているが，地震時で最大圧縮力が

生じるブロック 4 では図-3.2.2 中の L1 部材（下弦材）に横荷重の 4%の圧縮力が作用しており，同方向

から荷重を載荷しているにも関わらず下弦材の荷重分担傾向が大きく異なる． 

次に，解析で与えた荷重値を用いて旧道示版設計計算例（以下，旧設計例）3.9)，現行設計例 3.11)に基づ

いて部材力を算出し，各荷重時の最大圧縮力を解析結果と比較してみる．本研究においては，津波による

荷重は設計計算における地震荷重のように側面全面に載荷されているため，地震荷重に対する設計計算を

参考にしたことを注記しておく．設計計算では，主桁間の3組のトラス構造で等しく抵抗すると仮定され

ており，解析で与えた荷重値を用いて試算すると，L6 部材の部材力は津波時で-134kN（現行設計例：-

67kN），地震時で-60kN（現行設計例：-30kN）と算出される．L6 部材に関して解析結果と比較すると，

津波時では設計計算を大幅に上回るが，地震時では下回る．津波時では中間対傾構は抵抗部材として機能

し，現行の設計では推定される部材力を超過する．一方で地震時では解析結果が設計計算値を下回ってい

ることから現行の設計で安全側に見積もることができていると考えられる． 

現行設計例での下弦材の設計断面力（レベル 2 地震動時）は-29.3kN と，地震時の解析値と比べ 2 倍程

部材力
(kN)

無次元化
部材力

(kN)
無次元化

U1 -17 -0.022 -1 -0.003 

U2 -28 -0.035 0 0.001

U3 -46 -0.057 1 0.004

D1 -41 -0.051 7 0.021

D2 41 0.051 -7 -0.021 

D3 -54 -0.067 7 0.018

D4 54 0.067 -7 -0.018 

D5 -55 -0.069 8 0.024

D6 55 0.069 -8 -0.024 

L1 -39 -0.048 -14 -0.040 

L2 -97 -0.121 -3 -0.009 

L3 -184 -0.229 -4 -0.011 

L4 -107 -0.133 6 0.017

L5 -168 -0.209 5 0.013

L6 -247 -0.308 17 0.048

地震

ブロック2 ブロック4

津波
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度となっている．設計例ではレベル 2 地震動での特性値を 63.9kN/m として計算しており，解析で与えた

地震力を上記の特性値に当てはめると 65.0kN/m となる．解析上では想定する地震力が設計例よりも多く

なっているにも関わらず生じる部材力が減少しているという点で，地震時での中間対傾構の負担は極めて

少なく，床版や端横桁で荷重に抵抗していると考えられる． 

このような津波時と地震時における部材力の違いは，荷重の載荷方法に依存している．津波時はウェ

ブ面に作用した横荷重を荷重載荷側でより多く負担して荷重に抵抗し，荷重載荷側に連結されている部材

の圧縮力が大きくなっているが，地震時はすべての部材に加速度を与えていることから，橋全体の変形挙

動に合わせて圧縮と引張が作用したと考えられる．地震力は重量の比率から計算すると，地震力全体のう

ち約 80%が床版に，20%が鋼桁に作用しているため，鋼桁への作用が少ないことが影響し，部材力が小さ

くなったものと考えられる．前述のとおり，設計計算では主桁間の3組のトラス構造で等しく抵抗すると

仮定されているが，実際は均等な分担ではないことが確認できた． 

続いてB モデルおよびCモデルの中間対傾構についても同様に，荷重ごとに生じる圧縮力が最大とな

るブロックで比較検討を行う．BモデルおよびC モデルの部材力および各部材力を対傾構間隔に作用す

る横荷重の合計で除して比較したものを表-3.2.2，表-3.2.3に示す． 

 

         

図-3.2.5 B モデル部材力分布（津波）   図-3.2.6 B モデル部材力分布（地震） 

   
図-3.2.7 Cモデル部材力分布（津波）    図-3.2.8 Cモデル部材力分布（地震） 

  

図-3.2.9 B モデル部材番号         図-3.2.10 Cモデル部材番号 

 

表-3.2.2 Bモデル部材力 

 

部材力
(kN)

無次元化
部材力

(kN)
無次元化

U1 -17 -0.021 -1 -0.003 

U2 -19 -0.024 1 0.003

D1 -75 -0.095 12 0.044

D2 75 0.095 -12 -0.044 

D3 -81 -0.103 12 0.044

D4 81 0.103 -12 -0.044 

L1 -20 -0.025 -16 -0.062 

L2 -128 -0.163 1 0.003

L3 -122 -0.155 -1 -0.002 

L4 -239 -0.304 16 0.062

津波 地震

ブロック3 ブロック4
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表-3.2.3 Cモデル部材力 

 

 

表に示す無次元化値より，B モデルでは津波時で図-3.2.9中のL4部材（下弦材）に対傾構間隔に作用

する横荷重の30%相当の圧縮力が作用しているが，地震時でL1部材に横荷重の6%の圧縮力が作用して

いる．C モデルでは図-3.2.10中のL10部材に対傾構間隔に作用する横荷重の48%相当の圧縮力が作用

し，地震時でL7部材に横荷重の4%の圧縮力が作用している．なお，対傾構間隔に作用する横荷重の合

計値はそれぞれ802kN（津波時），264kN（B モデル地震時），595kN（C モデル地震時）である． 

B モデルおよびC モデルにおいてもAモデルと同様に，津波時では荷重載荷側で負担が増え，地震時

では圧縮と引張の両方が作用する傾向が見られる．設計計算にならって各組で均等に抵抗するものとして

断面力を算出すると，Aモデルと同様に，津波時では試算値を解析値が超過する一方で地震時では下回る

結果が得られた．以上の結果から，中間対傾構は，現行の設計では地震時では安全側に見積もることがで

きているものの，津波に対して想定される部材力を解析値が超過し，現行の設計では満足しない可能性が

ある． 

 

3.3.3 横構部材力分布と外力の違いによる比較 

横荷重を支点まで伝達する役割を持つとされる横構の部材力の分布を検討した．A モデルにおける津波

部材力
(kN)

無次元化
部材力

(kN)
無次元化

U1 -10 -0.013 1 0.001

U2 -17 -0.021 2 0.003

U3 -30 -0.037 0 0.000

U4 -40 -0.050 -2 -0.003 

U5 -65 -0.081 -0 -0.000 

D1 -29 -0.036 6 0.010

D2 29 0.036 -6 -0.010 

D3 -36 -0.045 9 0.015

D4 36 0.045 -9 -0.015 

D5 -53 -0.066 13 0.021

D6 53 0.066 -13 -0.021 

D7 -90 -0.112 9 0.015

D8 90 0.112 -9 -0.015 

D9 -118 -0.147 6 0.010

D10 118 0.147 -6 -0.010 

L1 12 0.015 -4 -0.007 

L2 -29 -0.037 4 0.007

L3 -22 -0.027 9 0.015

L4 -74 -0.092 22 0.038

L5 -67 -0.084 -9 -0.015 

L6 -143 -0.178 9 0.016

L7 -137 -0.170 -22 -0.037 

L8 -267 -0.332 -9 -0.015 

L9 -216 -0.269 -4 -0.007 

L10 -385 -0.480 4 0.007

津波 地震

ブロック3 ブロック4
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時および地震時の横構の部材力分布図を，赤線を圧縮力，青線を引張力として図-3.3.1，図-3.3.2 に，

部材力値および設計計算例と比較したものを表-3.3.1，表-3.3.2に示す． 

 

   

図-3.3.1 Aモデル部材力分布（津波）      図-3.3.2 Aモデル部材力分布（地震） 

 

表-3.3.1 Aモデル横構部材力（津波） 

 

表-3.3.2 Aモデル横構部材力（地震） 

 

 

図中のA～Lは部材セットを示し，図の左側が可動支承，右側が固定支承である．表-3.3.1，表-3.3.2

より，荷重載荷側において固定支承側と比べて，可動支承側では大きな圧縮力が生じていることが分か

る．この傾向は地震時よりも津波時で顕著であり，側面からの荷重を隣接する桁へ伝達する役割から考え

ると妥当な結果と言える．津波時では可動支承側の部材力値が，地震時では固定側の部材力値が大きくな

り，この傾向は支点反力の支承別合計値の傾向と同じであり，支点反力値と横構部材力値は関連性がある

という点が確認できる．なおこの傾向は設計時には考慮されていないため注意が必要である． 

set
解析値

(kN)
設計試算

(kN)
set

解析値

(kN)
設計試算

(kN)

255 193 132% -228 -193 118%

-482 -193 250% 225 193 116%

135 115 118% -131 -115 114%

-162 -115 141% 113 115 98%

-20 38 -53% -52 -38 138%

-3 -38 9% 36 38 94%

-15 -38 40% 44 38 115%

-9 38 -25% -60 -38 157%

-175 -115 152% 119 115 104%

147 115 128% -135 -115 118%

-424 -193 220% 213 193 110%

194 193 101% -187 -193 97%

E K

F L

C I

D J

A G

B H

set
解析値

(kN)
設計例

(kN)
set

解析値
(kN)

設計例
(kN)

59 86 69% -64 -86 74%

-82 -86 95% 75 86 87%

40 51 78% -39 -51 76%

-29 -51 57% 29 51 56%

14 17 79% -13 -17 78%

-7 -17 38% 6 17 37%

-6 -17 37% 6 17 37%

14 17 80% -14 -17 80%

-32 -51 63% 32 51 62%

44 51 86% -43 -51 84%

-86 -86 100% 80 86 93%

55 86 64% -59 -86 68%

D J

E K

F L

A G

B H

C I
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次に，対傾構と同様に設計部材力と比較・検討してみる．設計計算においては，側面から載荷されて

おり，外桁に隣接する 2組のトラス構造（図-3.3.1，図-3.3.2中A～FとG～Lの 2 組）で等しく分担さ

れ，さらに床版と横構とで 1/2 ずつ分担されると仮定されてきた．現行設計例では床版で 3/4，横構で 1/4

を負担する仮定が提案された．また，設計計算では地震荷重と風荷重が想定され，地震荷重は側面全面に

載荷されるが，風荷重はトラスの影響線を用いて影響線載荷される．本研究では津波による荷重は設計計

算における地震荷重のように側面全面に載荷されているため，地震荷重に対する設計計算を参考にした． 

設計計算例より算出された部材力は，地震時において，荷重載荷側か否か（すなわち A～F または G～

L）に関わらず，桁端部の部材力は 86kN，支間中央部で 17kN である．解析で用いた外力の比率に基づき

津波時の想定される部材力は概算で，桁端部の部材力は193kN，支間中央部では38kN となる． 

まず，設計計算例に基づいた部材力と解析結果を比較すると，津波時では桁端部で設計計算例を大き

く上回っている（最大 482kN）が，地震時では比較的一致している（最大 86kN）．本研究では地震荷重は

加速度を構造物全体に与えることで再現しており，これらの結果から，地震に対しては結果的に同じよう

な部材力を算出できているが，桁の側面から載荷される荷重においては危険側に見積もる可能性があるこ

とがうかがえる． 

ここまでは部材力の最大値のみに着目したが，部材力の分布についても考察する．まず，1 組の横構を

構成する部材で部材力を比較すると，設計計算例に基づく場合には荷重載荷側か否か，および荷重によら

ず桁端部と支間中央部で5倍程度の差があることが分かる．これに対し，解析結果では荷重載荷側（図中

A～F）と反対側（図中G～L）とで差が生じた． 

荷重載荷側では津波時は最大で 160 倍程度（表-3.3.1 において（部材 A）/（部材 C）=-482/-3），地震

時は最大で14倍程度の違いに対して，非荷重載荷側（図中G～L）では，津波時は最大で4倍程度，地震

時は最大で13倍程度となった． 

A モデルでは第2章で述べた通り，桁端部の横構では生じる部材力が大きくなるという設計計算から，

桁端部の横構の断面積を大きくする工夫がなされている．そのため，横構の部材剛性の違いを確認するた

め断面積を全て統一したモデル（A’モデル）で部材力の違いの確認を行った．表-3.3.3，表-3.3.4 に A’

モデルの部材力値および設計計算例と比較したものを示す． 

 

表-3.3.3 A’モデル横構部材力（津波） 

 

 

 

 

set
解析値

(kN)
設計試算

(kN)
set

解析値
(kN)

設計試算
(kN)

214 193 111% -193 -193 100%

-421 -193 218% 201 193 104%

132 115 114% -132 -115 115%

-160 -115 139% 113 115 98%

-20 38 -53% -53 -38 140%

-3 -38 8% 36 38 94%

-16 -38 43% 45 38 118%

-8 38 -21% -61 -38 161%

-173 -115 151% 120 115 104%

144 115 125% -136 -115 118%

-368 -193 190% 189 193 98%

156 193 81% -153 -193 79%

E K

F L

A G

B H

C I

D J
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表-3.3.4 A’モデル横構部材力（地震） 

 

 

A モデルの値は，1980(mm2)で統一させた A’モデルと比べて部材力は増加しており，部材剛性の違いが

解析結果に影響を与えている点が確認できる．A’モデルにおいても同様に桁端部と支間中央部での部材

力の差を比較すると，荷重載荷側では津波時は最大で 140 倍程度，地震時は最大で 12 倍程度の違いに対

して，非荷重載荷側（図中G～L）では，津波時は最大で6倍程度，地震時は最大で11倍程度となった． 

A モデルおよび A’モデルについて 2 組の横構に生じている部材力を比較すると，津波時には荷重載荷

側は反対側の2倍以上，地震時においても荷重載荷側が大きくなっている点が共通している．これは，先

に述べた設計計算例の仮定とは異なる．このような部材力の分布の違いは，設計時の部材力は部材剛性の

違いを考慮せずに算出しているが，実際には設計軸力に合わせて部材断面を変えていることが原因のひと

つであると思われる．また，桁端部と支間中央部の部材力の差が設計例と比較して大きい原因として，支

間中央部に設けた荷重分配横桁の影響により，支間中央部の剛性が上がり，設計例と比べて小さい値とな

ったものと考えられる．解析においては異なる部材剛性を考慮しているため，解析結果においては部材剛

性の違いが反映されている． 

続いて B モデルおよび C モデルの横構についても同様に比較検討を行う．表-3.3.5～3.3.8 に B モデ

ルおよび C モデルの部材力値および設計計算例と比較したものを示す．なお，津波時の設計試算，地震

時の設計例の値はA モデルと同じものとして比較する． 

 

  

図-3.3.3 B モデル部材力分布（津波）     図-3.3.4 B モデル部材力分布（地震） 

 

 

 

 

 

 

 

set
解析値

(kN)
設計例

(kN)
set

解析値
(kN)

設計例
(kN)

49 86 58% -54 -86 62%

-71 -86 83% 66 86 76%

39 51 76% -38 -51 74%

-29 -51 57% 28 51 55%

13 17 77% -13 -17 75%

-6 -17 36% 6 17 35%

-7 -17 40% 7 17 40%

14 17 83% -14 -17 82%

-34 -51 66% 33 51 64%

46 51 89% -44 -51 86%

-67 -86 78% 63 86 73%

41 86 48% -43 -86 50%

D J

E K

F L

A G

B H

C I
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表-3.3.5 Bモデル横構部材力（津波） 

 

 

表-3.3.6 Bモデル横構部材力（地震） 

 

 

  
図-3.3.5 Cモデル部材力分布（津波）    図-3.3.6 Cモデル部材力分布（地震） 

 

 

 

 

 

 

 

set
解析値

(kN)
設計試算

(kN)
set

解析値
(kN)

設計試算
(kN)

405 193 210% -398 -193 206%

-468 -193 242% 337 193 175%

182 115 158% -297 -115 258%

-310 -115 269% 170 115 147%

12 38 31% -144 -38 378%

-93 -38 246% 56 38 148%

-101 -38 265% 60 38 158%

16 38 42% -148 -38 390%

-331 -115 288% 188 115 164%

209 115 182% -314 -115 273%

-446 -193 231% 336 193 174%

340 193 176% -346 -193 179%

D J

E K

F L

A G

B H

C I

set
解析値

(kN)
設計例

(kN)
set

解析値
(kN)

設計例
(kN)

75 86 87% -75 -86 87%

-70 -86 82% 70 86 82%

46 51 90% -46 -51 90%

-40 -51 78% 40 51 78%

18 17 103% -18 -17 104%

-13 -17 74% 13 17 74%

-11 -17 63% 11 17 64%

16 17 96% -16 -17 96%

-44 -51 87% 44 51 87%

52 51 103% -52 -51 103%

-80 -86 93% 80 86 93%

75 86 87% -75 -86 87%

D J

E K

F L

A G

B H

C I
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表-3.3.7 Cモデル横構部材力（津波） 

 

 

表-3.3.8 Cモデル横構部材力（地震） 

 

 

B モデルについて特筆すべき点として，地震時では荷重載荷側と非荷重載荷側とで値に変化が見られ

ない点である．荷重を隣接する桁へ伝達する役割が果たされていると考えられ，また，設計例と比較した

際も支間中央部を除いて差が小さいことから，Bモデルについては現行のままで部材力予測ができている

ものと考えられる．津波時では桁端部だけでなく支間中央部においても比較的大きな部材力が生じてお

り，津波荷重に対して横構の抵抗作用が機能しているものと考えられる．一方でC モデルに関しては津

波・地震時ともに設計計算を下回っており，抵抗寄与度は少なくなっていると考えられ，主桁数が増えた

ことによる剛性の増加が影響したことが原因であると考えられる． 

地震時において，A モデルと C モデルを比較した際，解析では想定する地震力が増加しているにも関

わらず，横構に生じる最大圧縮部材力が減少しているという点で，床版と鋼桁との重量比が関連している

可能性が示されたと同時に，地震時での横構の負担は限定的であり，床版や端横桁が多くを担っているも

のと考えられる．それに対して，津波時においては側面に載荷された荷重が床版を通じて2組の横構に等

しく分散されるわけではなく，同様に横構も通じて分散されるために設計計算例との差が生じ，津波のよ

うな大規模な側面載荷荷重に対しては横構の負担を無視できない可能性がある． 一般的に，2 次部材は

安全側の断面が用いられることが多く，そのために剛性が増加するものの，支承部へ伝達させる横構部材

set
解析値

(kN)
設計試算

(kN)
set

解析値
(kN)

設計試算
(kN)

84 193 43% -31 -193 16%

-146 -193 75% 27 193 14%

25 115 22% -20 -115 18%

-66 -115 58% 19 115 17%

-32 38 -84% -27 -38 72%

7 -38 -20% 27 38 72%

7 -38 -17% 26 38 68%

-33 38 -86% -26 -38 67%

-73 -115 63% 21 115 19%

33 115 28% -22 -115 19%

-127 -193 66% 29 193 15%

56 193 29% -24 -193 13%

D J

E K

F L

A G

B H

C I

set
解析値

(kN)
設計例

(kN)
set

解析値
(kN)

設計例
(kN)

22 86 26% -22 -86 26%

-21 -86 25% 21 86 25%

13 51 25% -13 -51 25%

-9 -51 18% 9 51 18%

6 17 33% -6 -17 35%

-2 -17 11% 2 17 11%

-2 -17 10% 2 17 11%

6 17 33% -6 -17 34%

-11 -51 21% 11 51 21%

15 51 29% -15 -51 29%

-22 -86 25% 22 86 25%

20 86 23% -19 -86 23%

D J

E K

F L

A G

B H

C I
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の場合は部材剛性の増加が結果的に部材力の増加を招き，支点反力値に影響を与えていると考えられると

同時に，本研究で扱っている A モデルにおいて，内桁同士をつなぐ横構を交差するように新たに横構を

増設し，すべての支承に伝達するような組み方にすることで各支承での反力差を小さくできると考えられ

る． 
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3.4 照査式の提案 

第3章で得られた結果をもとに2次部材の設計法について考察する． 

 

3.4.1 中間対傾構 

中間対傾構の設計照査式の提案にあたり，現行の中間対傾構の設計法について紹介する．中間対傾構

には分配効果を期待する分配対傾構と分配効果は無視する非分配対傾構が存在する．非分配対傾構の設計

には水平荷重が用いられ，その設計方法には定説はないが，表-4.1.1 に示すような 3 つの方法が考えら

れる．一般には表-4.1.1(a)の方法が用いられている 3.9)． 

 

表-4.1.1 水平荷重による軸力3.9) 

 

  

 3.1節および3.3節で述べたとおり，従前より表-4.1.2(a)に示すような水平荷重を上弦材と下弦材に

1/2ずつ負担させる方法がよく用いられてきた．現行設計例では表-4.1.2(b)に示すように水平荷重の3/4

を床版，1/4を下弦材で受け持たせる方法が新たに提案された 3.11)． 

 

注）道路協会設計例 3.12)においても，上記の新たな設計手法（床版で3/4，下弦材で1/4の負担）を用いて

いたが，平成30年10月に訂正され，上弦材と下弦材に1/2ずつ負担させる手法が再度紹介されたほ

か，個々の橋の設計においては荷重分担やそれを満足させられる配置等に関する方針を設定する必

要があるとの補足事項が追加された． 
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表-4.1.2 水平荷重の分担3.11) 

 

 

I. 荷重 

(1) 風荷重 

     風荷重の特性値は以下とする． 

    Ww = 8.85 kN/m 

    旧設計例 3.9) 

     
1 1

2 1.2w wP W  (4.1.1) 

       
1 1

8.85 5.500 20.3
2 1.2

 kN/m 

    現行設計例 3.11) 

     
1 1

4 1w wP W
n

 (4.1.2) 

            1 1
8.85 5.500 4.1

4 3
 kN/m 

(2) 地震の影響（EQ） 

   旧設計例 3.9)での，地震荷重の特性値  

We =25.3 kN/m 

   現行設計例 11)での，レベル1[レベル2]地震動による特性値 

    We =21.3 [63.9] kN/m 

 

    旧設計例 9) 
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1 1

1 1.5e eP W
n

 (4.1.3) 

       1 1
25.3 5.500 30.9

4 1 1.5
 kN/m 

    現行設計例 3.11) 

     
1 1

4 1e eP W
n

 (4.1.4) 

       1 1
21.3 63.9 5.500 9.8 29.3

4 3
 kN/m 

 

II. 部材力 

  

旧設計例および現行設計例で算出された上下弦材，斜材の設計断面力を表-4.1.3にて整理する． 

 

表-4.1.3 対傾構部材力 

 

 

上記の現行設計例と第3章の解析結果とを比較した際，地震時では現行設計例を下回る結果が得られ

たものの，津波時では上回るケースが多いことが確認できた．そこで，A，B，Cの各モデルの津波時に

おける中間対傾構の最大圧縮部材力に着目し，グラフ化した．主桁数の変化に伴う部材力の推移を図-

4.1.1に示す．縦軸は圧縮部材力の最大値，横軸は主桁数を示している．対傾構を組ごとに番号付けを行

い各組の最大圧縮部材力に着目しグラフ化した．組番号の数字が大きいほど荷重載荷側となっている．な

お，グラフ化に際し，部材力は絶対値で評価する． 

 

図-4.1.1 組ごとの対傾構部材力（津波） 

 

レベル1 レベル2

上弦材 -15.2 0.0 -23.3 0.0 0.0

斜材 ±7.1 ±2.9 ±10.9 ±6.8 ±20.4

下弦材 -10.2 -4.1 -15.5 -9.8 -29.3

Ne(kN)

旧設計例
現行設計例

Nw(kN)

旧設計例 現行設計例
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全モデル共通して各組の最大圧縮部材力の平均を取ると160 180kN で推移しており，対傾構間隔に作

用する津波作用力802kN と比較すると22%程度，各モデルに関してグラフ上で傾きの平均は92.5(kN/組

番号)となった． 

各組の圧縮部材力の平均値および橋梁断面中央部の対傾構の部材力値が20%程度であることから，断

面中央部の対傾構は下弦材への25%の横荷重作用を考慮する現行の手法を，各組で均等に分担させる仮

定を用いないという条件付きで用いることができる．現行の手法では各組で均等に分担されるという仮定

から25%の横荷重作用を組数で除した値を用いて部材力を算出しているが，この手法では算出した部材

力を解析値が超過したため，各組で均等に分担される仮定は用いることはできない．そこで，津波作用力

に対する対傾構の設計手法を以下のように提案する． 

 

i. 床版で3/4，横構で1/4の水平力を負担するものとする仮定より，対傾構間隔に作用する津波作用

力P を用いて，床版に0.75P，横構で0.25Pを作用させ，1組のトラス計算により橋梁断面中央部

の部材力を算出する．・・・(X) 

ii. 図4.1.1より算出した傾き（92.5）を係数として用いる． 

iii. 主桁数nを用いて， 1
2

n
（荷重載荷側と断面中央部の組番号の差を主桁数で置換） 

iv. iで算出した部材力と iiおよび iiiで算出した値の積との和，式(4.1.5)により最大圧縮部材力(C)を算

出． 

(X)+92.5× 1
2

n
=(C) (4.1.5) 

 

上記の式(4.1.5)を用いて各モデルの最大圧縮部材力値を算出するとAモデル（802×0.25+92.5×

1=293），B モデル（802×0.25+92.5×0.5=247），Cモデル（802×0.25+92.5×2=385）となり，すべてのモ

デルにおいて解析値が提案した設計照査式を下回っており，解析値との差異も0～16%の誤差となってい

る． 

式(4.1.5)により対傾構に生じる津波時の最大圧縮部材力を予測でき，算出した部材力で断面決定するこ

とで，安全側に見積もることができる可能性が示された．断面中央部の対傾構の部材力は荷重載荷側と比

べて小さいこと，また，橋梁のバランスや下流側から上流側と上流側から下流側への作用を考慮し，荷重

載荷側と非荷重載荷側との両方で断面を統一する手法（下図の橙線部と青線部で断面を変更）を中間対傾

構の設計手法として提案する． 
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図-4.1.2 橋梁断面図 3.11) 

 

近年，2主桁橋などの少数主桁による合理化桁橋の採用が増えているが，少数主桁の橋梁は主桁間隔が

大きく，対傾構ではなく充腹板構造をした中間横桁を採用するケースがほとんどである 3.13)．対傾構を用

いる橋梁の主桁間隔（対傾構下弦材長さ）は2500mm程度の橋梁が多く，本解析結果から算出して得ら

れた主桁本数の違いを考慮するための傾き（92.5）は多少の断面諸元の変化にも対応し得ると考えられ

る． 

一方，地震時では生じる部材力が設計計算例を下回るケースがほとんどであり，現行の設計法で安全

側に見積もることができている．床版と鋼桁の重量比を考慮した場合，全重量の80%を床版が占め，鋼

桁は20%であるという点から，トラス計算をする際に20%の水平荷重を下弦材に作用させ，トラス計算

を行う手法を提案する． 

なお，津波と地震では作用する力の性質が異なること，生じる部材力の傾向が異なるという点を踏ま

え，津波と地震の両方が懸念される橋梁については，津波および地震でそれぞれ部材力を算出した後，重

ね合わせの原理を用いて断面を決定する手法を提案する． 

また，本研究で扱った橋梁では中間対傾構は4列配置で，津波時と地震時とで最も不利な対傾構ブロ

ックの位置が異なったため，最も不利な対傾構ブロックで部材力を算出したのち，全ブロックに適用する

ことで安全側に見積もることができるものと考えられる． 

 

3.4.2 横構 

横構の設計照査式の提案にあたり，現行の横構の設計法について紹介する．横構は設計断面力を計算

する際，以下の手順を踏む． 

I. 荷重 

(1) 風荷重（WS） 

   風荷重の特性値は以下とする． 

    Ww = 8.85 kN/m 

   横構1組当たりの風荷重の特性値 

    旧設計例 3.9) 

     
1 1 1

2
’

2 1.2w wW W  (4.2.1) 
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1 1 1

8.85 1.84
2 2 1.2

 kN/m 

    現行設計例 3.11) 

     
1

4
’

1

2w wW W  (4.2.2) 

            1 1
8.85 1.11

4 2
 kN/m 

(2) 地震の影響（EQ） 

   旧設計例 3.9)での，地震荷重の特性値  

We =25.3 kN/m 

   現行設計例 3.11)での，レベル1[レベル2]地震動による特性値 

    We =21.3 [63.9] kN/m 

 

   横構1組当たりの地震の影響による特性値 

    旧設計例 3.9) 

     
1 1 1

2
’

2 1.5e eW W  (4.2.3) 

        1 1 1
25.3 4.23

2 2 1.5
 kN/m 

    現行設計例 3.11) 

     
1

4
’

1

2e eW W  (4.2.4) 

       1 1
21.3 63.9 2.66 7.99

4 2
 kN/m 

 

II. トラス部材力の影響線 

 

図-4.2.1 トラス部材力の影響線 3.9) 

   上の影響線はせん断力の影響線であるので，トラス軸力は secθを乗じた値となる． 
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III. 断面力の集計 

    風荷重（WS） ’ max , secwwN W A A             (4.2.5) 

    地震の影響（EQ） ’ sece eW AN  (4.2.6) 

表-4.2.1 横構部材力 

 

 

3.3節の結果から，地震時の横構の負担は限定的であるものの，津波時では横構の負担が無視できない

可能性が示された．そのため，津波時における横構の設計手法について考察する． 

 

津波作用力から横構の設計に用いる特性値（単位長さあたりの荷重）を算出する． 

4927 33.8 146tW  kN/m 

横構で1/4の水平力を負担するという現行設計例での考え方から， 

1
146

4
y  (4.2.7) 

そこで，式(4.2.7)の yを主桁数に関する変数として3.3節の解析結果から算出し，図-4.2.1に示す． 

 

 

図4.2.1 津波時横構特性値（指数近似） 

 

荷重載荷側： 1.8 0.75xy  (4.2.8) 

非荷重載荷側： 4.3 0.5xy  (4.2.9) 

 

レベル1 レベル2

D1 13.750 0.000 13.750 1.471 37.0 22.4 86 53.8 161.5

D2 8.800 -0.550 8.250 1.471 24.0 14.3 51 32.3 96.9

D3 4.950 -2.200 2.750 1.471 13.4 8.1 17 10.8 32.3

D4 2.200 -4.950 -2.750 1.471 13.4 8.1 17 -10.8 -32.3

D5 0.550 -8.800 -8.250 1.471 24.0 14.3 51 -32.3 -96.9

D6 0.000 -13.750 -13.750 1.471 37.0 22.4 86 -53.8 -161.5

+A -A ∑A secθ

Ne(kN)

現行設計例
旧設計例

Nw(kN)

旧設計例 現行設計例
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式(4.2.8)，式(4.2.9)中のxは主桁数を示している．式(4.2.8)，式(4.2.9)を用いて特性値を算出し，式(4.2.5)

もしくは式(4.2.6)にならって各モデルの部材力の最大値を算出するとA モデル（420kN），Bモデル

（561kN），C モデル（237kN）となり，安全側に見積もることができるケースが多い．なお提案した設計

照査式では，2主桁橋で y≒1となり，主桁数が多くなるほど0に漸近する．非荷重載荷側においても式

(4.2.9)が近似式として算出できたが，橋梁のバランスを考慮し，非荷重載荷側についても荷重載荷側と同

じく式(4.2.8)で部材力予測をすることにより安全側に見積もることができると考えられる．そこで，津波

作用力に対する横構の設計手法を以下のように提案する． 

 

i. 予測される津波作用力を桁長で除し，Wtを求める． 

ii. 本研究結果を参考に算出した式(4.2.8)を用いて特性値を算出． 

1
1.8 0.75

4
’ x

t tW W  (4.2.10) 

iii. 式(4.2.10)および影響面積，トラス軸力を算出する際に用いるsec を用いて断面力を算出． 

s’ ect tN AW  (4.2.11) 

 

上記の式(4.2.11)を用いて各モデルにおける横構の部材力を算出し，解析値と比較したものを表-4.2.2

に示す．なお，部材剛性の違いを今節では考慮せず，4主桁橋はA’モデルを扱う．表中の%は解析値を設

計計算値で除したものである． 

 

表4.2.2 設計照査式と解析値との比較（津波） 

 

 

提案した設計照査式と解析値を比較した際，提案式が解析値を概ね上回っており，安全側に見積もる

ことができている．一方で支間中央部の横構に関しては生じる部材力が設計計算を下回る．原因として支

間中央部に設けた荷重分配横桁により剛性が増加していることが考えられる．この傾向は津波時と地震時

に共通している．そのため支間中央部付近に設けた横構の横荷重抵抗寄与度は極めて少ないと考えられ，

橋梁の規模に左右されるものの，現行から断面力を多少減らして計算しても問題ない可能性が示された． 

解析値
(kN)

設計試算
(kN)

解析値
(kN)

設計試算
(kN)

解析値
(kN)

設計試算
(kN)

214 420 51% 405 561 72% 84 237 35%

-421 -420 100% -468 -561 83% -146 -237 61%

132 252 52% 182 336 54% 25 142 18%

-160 -252 63% -310 -336 92% -66 -142 47%

-20 84 -24% 12 112 11% -32 47 -68%

-3 -84 4% -93 -112 83% 7 -47 -16%

-16 -84 20% -101 -112 90% 7 -47 -14%

-8 84 -9% 16 112 14% -33 47 -69%

-173 -252 69% -331 -336 99% -73 -142 51%

144 252 57% 209 336 62% 33 142 23%

-368 -420 88% -446 -561 80% -127 -237 53%

156 420 37% 340 561 61% 56 237 24%

Bモデル CモデルA'モデル

set

A

B

C

D

E

F
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地震時においては現行設計例の1/4負担の設計計算で桁端部，支間中央部とも安全側に見積もることが

できている．また，支間中央部では設計例を下回る部材力値であり，断面力を20～30%程度減らして計

算しても問題ないものと考えられる．地震時については床版と鋼桁の重量比が設計計算での分担比率を定

めるうえで無視できない重要な項目であると考えられる． 
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3.5 おわりに 

3.5.1 結論 

本章では単純活荷重合成 I 桁橋を対象に，部材の有無や主桁数の違いなどによる様々なパターンを設定

し，横荷重を載荷して FEM 解析を行った．解析結果より，各支承における支点反力の大きさ，橋梁を構

成する2次部材（対傾構・横構）の部材力を比較することにより，荷重伝達機構や部材力の分布などにつ

いて検証し，2次部材の設計法に関して考察を加えた．  

本検討で得られたおもな結論は以下のとおりである． 

 

① 床版・端横桁が横荷重に抵抗するうえで大きな役割を果たし，荷重を分担する支配的要因となる． 

② 中間対傾構に作用する部材力は設計計算の仮定と異なる分布を示し，地震時での中間対傾構の負担は比

較的少ないものの，津波時では荷重載荷側で多く負担している． 

③ 横構は特に支承付近における部材で生じる部材力が大きくなり，設計軸力に応じて支承付近におけ

る横構の断面積を大きくする工夫がなされているが，津波時の場合は横構の部材剛性の変化が結果

的に部材力の増加を招き，支点反力値に影響を与えている可能性がある．それに対して，地震時で

の横構の負担は比較的少ない． 

④ 2次部材の設計に際し式(4.1.5)，式(4.2.8)～(4.2.11)および設計手法を提案した． 

 

既存橋梁に対しては，床版と端横桁の補強が横荷重への抵抗する上で効果的であるとわかったほか，

提案した設計照査式により最大となる圧縮部材力を予測することにより補強の必要性の有無や分散させる

ように新たに部材を増設するといった対策の判断ができると考えられる．今回扱った橋梁は端横桁を採用

したケースであったが，支点上に充腹板構造でない端対傾構といった構造を用いた橋梁の場合は端部の剛

性が低く，対傾構や横構といった部材の負担がより多くなると考えられる．そのため，支点上構造の補強

および2次部材の剛性を桁端部だけでなく一律に増加する必要性があると考えられる． 

 

3.5.2 今後の検討課題 

本検討では単純活荷重合成 I 桁橋を対象とし，一定の傾向は把握できたと言える．ゴム支承の場合につ

いては部材力の分布は異なる可能性もあるが，既存橋梁を考えた場合には鋼製支承のケースもあると考え，

今回は鋼製支承のみを対象とした．設計に反映させるためには，ゴム支承のモデル化を行ったケースや実

現象，動的解析との比較，連続桁橋での検討などを行うといった検証が今後も必要であると思われる． 
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